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1. はじめに
ドイツ連邦統計局は，人間の経済活動と自然環境との間の相互作用を統計的に記述するようなシ
ステムの構築を目的に， 1989年から環境経済計算の方法論的検討と段階的実現に向けて作業を開始
してきた。環境経済計算は持続的発展という概念を指向し， (1)物的及びエネルギーフロー計算， (2)
土地・空間の利用， (3)環境状態の指標， (4)環境保護手段， (5)持続性の基準に到達するための防止費
用，という 5つのテーマ領域に分類・研究されているが，この度(1)の分野で，連邦統計局のシュタ
ーマーを中心に，世界でも初めて本格的な物的産業連関表が完成・公表された。本稿で検討するの
はこの産業連関表である丸
この物的産業連関表 (PIOT;PhysischeInput-Output-Tabellen)の特徴は，一言で要約するなら
ば，あらゆる物量をトン単位で表し，経済だけではなく，経済と自然との相互関係や新陳代謝過程
をも可能な限り取り入れることにより，質量保存則によって投入と産出が等しくなる，それを産業
連関表として記載した点にある。したがって，日本で付帯表として作成されている物量産業連関表
とは内容を大きく異にしている。日本の物量産業連関表は，各財貨が最終需要も含めどの部門に販
売されているかを，物量単位で記載したものである。たとえば鉄は何トン，水は何キロリットル，
電力は何キロワット，・•特定の中間需要部門や最終需要部門に販売されたことが示されている。
様々な物量単位が用いられているために列和自体が定義されないし，またそもそもの経緯としても，
環境勘定が問題となる以前から，投入係数の安定性の確認等のために作成されてきた。これに対し
てドイツの物的産業連関表は，全ての物的フローをトン単位で評価したというだけではなく，環境
1)本稿は，平成9年度関西大学経済学部共同研究費，及び平成10年度文部省科学研究費補助金（基盤研究
C; 課題番号09630021)による研究成果の一部である。
2) Kuhn, M., Radermacher, W., Stahmer, C. (1997)を参照されたい。
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と経済との関連を包括している点で大きく異なっており，むしろ環境・経済連関表と呼ぶ方が相応
しいかもしれない。
ところで， PIOTの基本構想は国連の『環境・経済統合勘定』 (SEEA)にも記載されているが，
PIOTを実際に作成する初めての試みは，オーストリアで1983年の産業連関データをもとに行われ
た(Katterl,Kratena 1990)。この先駆的研究は， PIOTの様々な概念的問題を指摘しているが，そ
の後特に RobertU.Ayresによって開発された物質・エネルギーバランス表 (Ayres1978, 1993; 
Ayres, Simonis 1994)が，重要な概念的基礎となっている。ドイツ連邦統計局では， ドイツの統計
事情等を考慮に入れた環境経済計算 (UGR; Umweltgesamtrechnungen)体系を構築し叫その一環
として SEEAを実現する方向で進んでいるが4>,PIOTもSEEAの一部の実現というよりも， UGR
の1つのテーマとしていち早く検討されていた。 1995年頃にはすでに暫定版が作成・公表されてい
るが叫その後もデータの改訂等が続き，本稿で検討するのはその最新版である。
以下では，第2節で国連SEEAとの関連でPIOTの基本構想をまず説明する。次に第3節では，
実際の PIOTをアグリゲートした雛形表を示しつつ，投入表，産出表，物的連関表の内容を具体的
に説明する。最後に第4節で，公表されたフルサイズの物的産業連関表から若干の分析を試み，物
的産業連関表からみた（ドイツ）経済と環境の相互関連等を析出する。以上小稿は，筆者の訳で日
本に紹介された PIOTをさらに要約するとともに叫実際のデータの基礎的分析を試みたものと言
えるだろう。
2. 基本構想 ー SEEA基本行列との関連で一
PIOTは，物質とエネルギーのストック及びフローの統合勘定に重点を置いた，国連『環境・経済
統合勘定』 (SEEA)のパート Bを基本にしている。物質はエネルギーも含め，経済的活動に基づい
て供給され，加工・変換され，早晩再び自然に還元されるが，このような経済活動は， PIOTにおい
ては，産業連関表で使用される分類に対応して分割される。その目的は，各生産部門や家計の消費
活動に関して，重量（トン）単位での完全な物的バランスシートを構築することにある。 PIOTでは
さらに，建築物などの生産された（生産）固定資産や，地下資源などの生産されない（非生産）自
然資産の増減を示すことができる。予め明記しておくが，この点が完全なストック勘定を必要とす
るSEEAと大きく異なる点である。ストック量の把握を必要とする SEEAに対し， PIOTではスト
ックの増減のみを問題にしており，その分，統計的把握・作成が容易であるとも言える。
まず，物的フロー及びストック勘定に関する SEEAの一般的概念 (SEEAのパート B)から説明
3) Statistisches Bundesamt (1995) (1998)等を参照されたい。 Kuhn,M., Radermacher, W., Stahmer, C. 
(1994)やStahmer,C.(1996)などもその具体的成果の1つである。
4) ドイツにおける SEEAの実現については， Radermacher,W., Stahmer, C. (1994, 1995)を参照。
5) Kuhn, M., Radermacher, やRadermacher,W., Stahmer, C (1996)を参照。
6)紙数の関係で，物的産業連関表の作成方法や，水やエネルギーに関する下位表には触れていない。
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しよう。図 1は国内経済の物的フローを，自然環境と経済との相互関係に中心に描いたものである。
3種類の物質（原材料，財貨，残余・有害物質）， 2種類の経済活動（環境保護活動とそれ以外の通
常の経済活動）， 2種類の生産固定資産（生産された設備・施設と廃棄物保存施設に貯蔵された残余・
有害物質）を記述している。生産されない（非生産）国内の自然は，経済の周りの空間として描か
れている。またそれと同様に，国内の自然と経済を当該国以外の世界が取り囲む形となっている。
注）財：財貨、残：残余・有害物質、原：原材料、再：リサイクルを意味する。
(I)~ (6) は表 1~5の列を表す。 (I)~(4) は国内生産及び生産固定賀産の経済的カテゴリー、
(5) は非生産自然資産、 (6) はその他の世界（国外）を示している。
図1 国民経済の物的フロー
国内外からの原材料や財貨は，国内経済の物的投入となる。経済の内部でこれらの投入物が加工・
変換され，消費や蓄積される新たな財貨が作り出される。この変換に伴う副産物としての残余・有
害物質は，環境保護活動で処理されるか，廃棄物保存施設に貯蔵されるか，あるいは直接自然環境
に廃棄される。処理や保存されるにしても，経済は早晩，残余・有害物質として多くの物質を廃棄
するのであり，これらの物質は国内の自然環境が受容するか，輸出として他の世界から需要される
かである。
図1の物質のフローは，原材料，財貨，残余・有害物質に分類されている。原材料は，人間によ
って加工・変換される前の自然資源を表しており，非生産バイオマス（野生動植物等），地下資源，
自然水，土壌，酸素などが含まれている。一方財貨は，通常の産業連関表のように，人間の経済活
動によって加工・変換•生産されたモノを意味している。また残余・有害物質には，廃棄物，排水，
大気汚染ガス等が含まれる。たとえば，雨水は原材料であるが，それを浄水したものは財貨であり，
それを冷却や洗浄に利用し排水すれば残余・有害物質となる。
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経済活動は，通常の国際標準産業分類 (ISIC)を環境保護活動やリサイクルに関して拡張した
SEEAと同等のものを用いている。家計の場合は， SEEAのように消費活動と並んで生産活動を記
述することもできるが，PIOTでは，伝統的な国民経済計算のように，消費活動だけしか示されない。
消費過程の唯一の産出物は残余・有害物質である。しかしたとえば，人間が酸素や水分，食物等を
取り入れ，二酸化炭素や排泄物を産出することまで考慮に入れている点では，物質の変換過程とし
ての消費活動や耐久消費財の把握・記載は，従来の生産と消費の概念やその境界を部分的に超越し
ている。
SEEAでは，生産されない国内自然のストックやその変化も含まれ，次のように分類された資産
勘定で示されるが， それは PIOTにおいても同様である。
国内の固定資産（非物質的固定資産を除く）
ー
経済の固定資産
廃棄物保存施設?
?
?
設備，建築物，在庫
生産自然資産
??
家計の耐久消費財
非生産自然資産
?
?
?
?
?
非生産生物相（野生動植物）
地下資源
土地
水
空気
表1~3は，図 1の物的フローを物質の種類ごとに， SEEAの行列形式で表示したものである。
利
供給
（源泉）
??
???
?
経済活動
環境保護， リサイクル
その他
国内固定資産
廃棄物保存施設
その他の生産資産
非生産自然資産
他の世界（輸入）
総利用
他の世界
（輸出）
(6) 
総供給
(7) 
???
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利
供給
（源泉）
??
???
用
経済活動
環境保護， リサイクル
その他
国内固定資産
廃棄物保存施設
その他の生産資産
非生産自然資産
他の世界（輸入）
総利用
他の世界
（輸出）
(6) 
総供給
(7) 
?
X 
X 
X 
?? ?? ??
X 
??
利
?
供給
（源泉）
他の世界
（輸出）
(6) 
総供給
(7) 
??
???
経済活動
環境保護，
その他
国内固定資産
廃棄物保存施設
その他の生産資産
非生産自然資産
他の世界（輸入）
総利用
? ?
?
? ? ?
?? ?
?
X 
??
??
? ?
X X X 
? ?
ここでは物質の種類として，原材料，財貨，残余・有害物質の 3つだけを区別している。 この行列
を用いて，構想だけをまず説明しよう。 この表の行は，物質供給活動，あるいは資産ストック量を
示す。列は物質需要活動， あるいは資産ストック量を表す。第1..,4行及び第1..,4列は，国内経
済（濃い色の部分）
国外とのやり取り
に関係しており，第5行と第5列は非生産国内自然資産に，第6行と第6列は
（薄い色の部分） に関係している。 また第7行と第7列は利用（投入）総額及び
供給総額を示している。X印は物質のフローがあることを表し， X印のない所は定義されないことを
意味している。
SEEA の表 1~3 の物的フローは，表 4 が包括している。表 1~3 の列和（第 7 行） は，表4の
第2~4行に示されている。表1~3の行和（第7列） は，表4の第5--..,7列に対応している。 ?
れで図1の物的フローはすべて含まれるが，供給活動と需要活動（あるいは資産）間の関係につい
ての特別な情報はもはや明らかではなくなっている。物的フローデータのこのような統合表示には，
一目で分かるというメリットがあり， データの必要性は大幅に限定されるので，多くの国における
物的フロー分析の実現を容易にすることが出来るだろう。
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表4 環境と経済のための拡張産業連関表
経済活動 国内固定資産
利用 環境保護 その他 廃棄物 その他の 非生産他の世界l総供給
供給 ＼ リサイクル （含，家計） 保存施設 生産資産 自然資産 （輸出入）（源泉） (1) (2) (3) (4) (5) (6) I (7) 
?
X 
表5 ストック量を記載しない拡張産業連関表
SEEAの資産量（表4)は，期首の資産（表4の第1行）と期末の資産（第9行）を含んでいる
が，完全な物的資産のバランスシートを完成するためには，物質の経済的使用ではなくて，たとえ
ば政治的あるいは自然の原因によって引き起こされた変化をも含む「その他の量的変化」を導入し
なければならない。
一方PIOTには，物的資産量ではなく物的増減，すなわちフローだけが記入される。これが表5
である。表5の第1~6行は，図 1の物的フローを表している。第7行では，経済活動による固定
資産の変化あるいは物的蓄積を反映する残高（差額）が導入されている。国内経済と他の世界（諸
外国）との関係についても残高が必要である。この残高は，他の世界から国内経済への純額のフロ
ー，あるいはその逆を表している。経済活動では，物質の投入と産出はバランスがとれ，等しくな
っている。これは，すべての物的フロー（原材料採取，財貨フロー及び残余・有害物質）を PIOTへ
結集しているため，質量保存法則によって，個々の生産部門及び家計の消費活動に対して，物的投
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入と物的産出が等しくなるためである。投入と産出の差額として，固定資産部門では物的ストック
量（物的蓄積）の増減（変化）が，その他の世界との関係では物的収支が求められるが，国内の物
的蓄積と貿易収支の合計は定義上ゼロである（表5の第7行7列を参照）。それは，国内の生産及び
非生産物的資産は，質量保存則によって，全体としては国外からの輸入（国外への輸出）によって
しか増加（減少）することがないためである。
3. 物的産業連関表の実際
PIOTは，経済活動にかかわる物的フローをトン単位で表示する。実際には国内経済活動（旧連邦
地域）を，産業連関表の58の生産部門，これらの生産活動とは別に外部でおこなわれる環境保護活
動のための部門，及び家計の消費活動にしたがって区分している。PIOTはさらに財貨のフローに関
しては，貨幣表示の産業連関表と比較可能であるが， トン単位と並んで最も大きな相違は，原材料
の源泉でありまた残余・有害物質の受け皿でもある自然資産を含む点にある。自然資産は，生産さ
れた（生産）自然資産と生産されない（非生産）自然財産とを区別している。生産自然資産には，
PIOTでは有用動植物も含まれている。
PIOTでは，すべての経済活動と固定資産部門に対して，物質の産出（供給）と投入（利用）を示
す。物質の産出は，国内生産財と輸入財，生産及び消費の際に発生した残余・有害物質，及び種々
の固定資産部門からの採取や物的減少をすべて含んでいる。その際， 9種類の原材料， 49種類の財貨，
11種類の残余・有害物質を区別する。これらの物質は，さまざまな部門の投入物として移動（フロ
ー）してゆく。原材料や中間投入財貨は種々の生産部門で使用されたり，家計によって消費された
り，またあるものは固定資産量を増加させたり，輸出されたりもする。残余・有害物質はそのまま
自然に廃棄・受容されるか，環境保護活動部門やリサイクルで処理されるか，あるいは輸出される。
処理された残余・有害物質は，有害性を除去したり圧縮したりして再び自然に廃棄されるか，また
は二次原材料として再利用される。この過程を明確にするために，PIOTでは外部環境保護活動とい
う生産部門を追加表示している。この部門は，貨幣表示の産業連関表では，「その他の営利サービス」
と「地方自治体サービス」の中に入り込んでいる活動を，独立・明示させたものである。企業内で
生じた残余・有害物質の処理が外部に委託され，企業外で処理が行われる場合に，外部環境保護活
動として表示される。この部門の環境保護活動に属するのは，特に廃水浄化と廃棄物処理である。
このように，経済活動だけではなく，経済と自然の相互関係をも対象とした物的産業連関表
(PIOT)は，物的投入（利用）表，物的産出（供給）表，及び物的連関表として公表されている。
次にそれを具体的にみてゆこう。
物的投入表が示すのは，どの物質（原材料，財貨あるいは残余・有害物質）が，どの部門（生産
部門，家計の消費活動，固定資産部門あるいは他の世界）から需要されているか，ということであ
る。また物的産出表が示すのは，どの部門がどの物質を生産し供給しているか，ということである。
通常の貨幣表示の産業連関表で言うならば， U表とV表である。そこでたとえば，生産のできない
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原材料は，非生産自然資産の産出として産出表に現れ，それが鉱業製品の生産に投入されるならば，
鉱業の投入として投入表にも現れることになる。
表6は，投入表と産出表を部門統合して，同時に表示したものである。表の上半分は，物的投入
（または利用）を示している。原材料は生産部門と家計によって利用される。原材料から固定資産
あるいは他の世界（輸出）へのフローは，定義にしたがって示さない。たとえば石炭の輸出は， PIOT
では原材料の輸出ではなくて鉱業製品の輸出として，またそれに伴い財貨の箇所に表示されている。
財貨は，他の財貨生産のために中間投入され，家計によって消費され，固定資産を増加させ，ある
いは輸出される。残余・有害物質は，外部環境保護活動部門あるいは回収で処理またはリサイクル
され，廃棄物保存施設（表6では「その他の資産」）で貯蔵されるか，自然に廃棄される。自然にそ
のまま廃棄される場合は，非生産自然資産の投入として記入される。
これらの物鼠がどの部門からのフローであるかを示すのが，表6の下半分であり，各部門の物的
な産出（ないしは発生）を示している。生産部門では財貨及び残余・有害物質が生産・生成され，
他方，家計部門は残余・有害物質のみを産出する。生産固定資産の産出は，一方で中古財貨の販売，
あるいは生産自然資産の場合は販売するまでに成育した農林業製品等であり，他方で廃棄物は，建
表6 1990年物的投入（利用）表と産出（供給）表
（単位： 100万トン）
生産領域 物的資産の変化
外部環境その他の家計の 生産資産 非生産 他のI合 計物 質 I保護活動生産領域消費活動 その他の生 産 自然資産 世界
リサイクル 資 産自然資産 （輸出入）
投入（利用）
原材料 3522.9 45707.1 280.4 0.0 0.0 0.0 0.0 49510.4 
地下資源 0.0 1961.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1961.1 
自然水 3501.1 42867.5 59.0 0.0 0.0 〇.0 0.0 46427.6 
大気成分 21.8 878.5 221.4 0.0 0.0 0.0 0.0 1121. 7 
財貨 26.3 5683.7 3075.0 597.1 250.4 6.8 205.9 9845.2 
残余・有害物質 4531.1 3.4 0.0 117 .3 0.0 49045.8 2.1 53699.7 
廃棄物，他の物質 134.9 3.4 0.0 117 .3 0.0 1595.6 2.1 1853.3 
排水，水蒸気 4396.2 0.0 0.0 0.0 0.0 46412.5 0.0 50808.7 
大気汚染 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1037.7 0.0 1037.7 
投入合計 8080.3 51394.2 3355.4 714.4 250.4 49052.6 208. 1 113055 .4 
産出（供給）
原材料 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 49510.4 0.0 49510.4 
地下資源 0.0 0.0 〇.0 〇.0 0.0 1961.1 0.0 1961.1 
自然水 0.0 0.0 〇.0 〇.0 0.0 46427.6 0.0 46427.6 
大気成分 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1121. 7 0.0 1121. 7 
財貨 91.4 9139.2 0.0 0.4 221.7 0.0 392.6 9845.3 
残余・有害物質 7988.9 42255.0 3355.4 44.9 55.6 0.0 0.0 53699.8 
廃棄物，他の物質 37.9 1675.8 39.2 44.9 55.6 〇.0 0.0 1853.4 
排水，水蒸気 7926.3 39773.9 3108.5 0.0 0.0 0.0 0.0 50808.7 
大気汚染 24.7 805.3 207.8 0.0 〇.0 0.0 0.0 1037.7 
産出合計 8080.3 51394.2 3355.4 45.3 277.3 49510.4 392.6 113055.4 
差額（ストック変化）
投入ー 産出 0.0 0.0 〇.0 669.1 -26.9 -457.8 -184.5 0.0 
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物 質
環境保護・リサイクル
その他の生産領域
家計の消費活動
その他の生産資産
生産自然資産
非生産自然資産
物的投入（国内産出）計
(+)輸入
(-)物的蓄積
物的総供給量
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表7 1990年物的連関表（競争輸入表）
生産領域 物的資産の変化
環境保護 その他の 家計の 生産資産 非生産リサイ 生産領域 消費活動 その他の 1生 産
クル活動 資 産自然資産 自然資産
2.5 6.4 0.0 1.9 0.0 7940.9 
1795.2 5772.9 3075.0 681.9 28.7 40354.0 
2640.6 4.4 0.0 10.9 0.0 699.5 
5.7 16.7 0.0 19.8 0.0 2.7 
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 55.6 
3509.8 45720.2 280.4 0.0 0.0 0.0 
7953.9 51520.6 3355.4 714.4 28.7 49052.6 
0.0 392.6 
0.0 0.0 0.0 -669.1 26.9 457.7 
7953.9 51913.2 3355.4 45.3 55.6 49510.4 
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（単位： 100万トン）
他の 総利用
世界
（輸出）
2.1 7953.9 
205.5 51913.1 
0.0 3355.4 
0.4 45.3 
0.0 55.6 
0.0 49510.4 
208.1 112833.7 
-392.6 0.0 
184.5 0.0 
0.0 112833.7 
設廃材，スクラップ，収穫残滓という形で発生する。生産されない原材料採取は，非生産自然資産
の産出として現れている。表6で，投入表では輸出を意味した「その他の世界」は，産出表では国
内経済への輸入を意味している。国外で産出されたものの流入を意味するからである。
以上の投入表及び産出表から作成される物的連関表（表7)は，行と列ともに，生産部門，家計
の消費活動，固定資産部門，及びその他の世界（輸出と輸入）から構成されている。投入表や産出
表でおこなわれたような原材料や残余・有害物質といった物質の種類による区別はしない。その分
情報のロスが生じていると言えなくもないが，しかしそもそも目的としているものが異なっている。
物的投入表・産出表は，物質の諸部門への関係づけと同時に，国内経済と自然の関係を，物的連関
表よりも詳細に表示することを目的としている。しかし投入表と産出表は，諸部門間の関連につい
ては全く示していない。これに対して物的連関表は，まさに諸部門間の関連の表示を目的として，
産業連関分析の基礎を成すものである。
また物的連関表は，農林業製品の記帳において投入表や産出表とは概念的に異なっている。投入
表や産出表では，生産自然資産の変化を総量（グロス）で示す。すなわち動植物等のバイオマス増
大の総量（農林業の産出）は，先ず生産自然資産の投入として記帳され，一方生産自然資源の産出
は，その期間に使用された農林業製品である。この点でSNAの概念とは異なるが，グロス表示は生
物の新陳代謝を説明するには便利である。これに対して物的連関表では，生産自然資産は純量（ネ
ット）で表示する。つまりその期間に使用される農林業製品は，利用者に直接追加記帳され，正味
の資産増減だけが生産自然資産の欄で示される。生産自然資産の残額として，動植物のストック変
化が示される。したがって生産自然資産の部門における物的フローは，物的連関表では投入表や産
出表の場合よりも少なくなっている。物的連関表における処理法は，この点では改訂SNAの概念に
対応している。その他の点では，物的投入表・産出表と物的連関表は数量的に一致している。
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物的連関表は，行方向には様々な部門による物的総供給（原材料，財貨，残余・有害物質）の利
用を示している。その際，ある生産部門の物的総供給は，国内生産による物的産出だけではなく，
同種輸入財貨も含まれている。列方向には，ある部門は，どの部門からどれだけの物質を需要した
か，そして物的供給額はどれだけか，ということを示している。物的総供給（列和）は，物的総利
用（行和）と等しくなっている。これは既に記したように，すべての物的投入と産出とは，質量保
存則によって等しくなるからである。しかしそのためには，単に生産部門の活動だけではなく，動
植物の新陳代謝を全て考慮に入れる必要がある。この推計が実は統計的には最も困難なのであるが，
ドイツ連邦統計局はヴッパータール気候・環境・エネルギー研究所と共同研究から，推計を試みて
いる。 PIOTにもこの結果が取り入れられている。表8は，動植物と人間の生物学的新陳代謝につい
て要約したものであり，このデータは下位項目として表6や表7にも含まれている。このように，
完全な物的バランスシートを構築するには，生物の総投入・産出も考慮に入れる必要があるが，表
表8 生物学的新陳代謝に関する1990年物的投入表と産出表
（単位： 100万トン）
生 物 活 動 ストック変化
耕作植物飼育動物森 林1家 畜人 間 耕作植物I飼育動物I森 林
（森林除） （家畜除） （森林除） （家畜除）
投入（利用）
原材料 385.3 137.4 47.5 0.3 16.1 0.0 0.0 0.0 
地下資源 0.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
自然水 107.6 115. 7 13.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
酸素 0.0 21.8 0.0 0.3 16.1 0.0 0.0 0.0 
二酸化炭素 277.0 0.0 33.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
財貨 11.2 169.2 0.1 1.1 56.8 195.1 32.3 23.0 
生物種成育 0.0 0.0 0.0 〇.0 0.0 195.1 32.3 23.0 
農業生産物 1.3 98.3 0.0 0.0 12.2 0.0 0.0 0.0 
水 5.7 53.3 0.0 0.4 8.0 0.0 0.0 0.0 
肥料 4.2 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
食料品 0.0 13.9 〇.0 0.7 22.1 0.0 〇.0 0.0 
飲料 0.0 0.0 0.0 0.0 14.6 0.0 〇.0 0.0 
リサイクル生産物 0.0 3.8 0.0 〇.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
投入合計 396.5 306.7 47.6 1.4 73.0 195.1 32.3 23.0 
産出（供給）
財貨 195.1 32.3 23.0 0.0 0.0 139.5 32.2 49.9 
生物種成育 195.1 32.3 23.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
農業生産物 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 139.5 32.2 0.0 
木材伐採 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 49.9 
残余・有害物質 201.4 274.4 24.6 1.4 73.0 55.6 0.0 0.0 
排泄物・植物性廃物 〇.0 241.3 0.0 0.8 31.6 55.6 0.0 0.0 
水蒸気 0.0 7.8 〇.0 0.3 22.2 0.0 0.0 0.0 
酸素 201.4 0.0 24.6 0.0 0.0 〇.0 0.0 0.0 
二酸化炭素 0.0 23.8 0.0 0.4 19.2 0.0 0.0 0.0 
メタン 0.0 1.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
産出合計 396.5 306.7 47.6 1.4 73.0 195.1 32.2 49.9 
差額（ストック変化）
投入ー産出 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 -26.9 
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8からはとりわけ，動植物と人間の酸素・ニ酸化炭素の投入・産出に関する鳥轍図が得られる。た
とえば1990年にドイツでは，人間は約1,610万トンの酸素を取り入れ， 1,920万トンの二酸化炭素を
排出したが，森林が逆に3,370万トンの二酸化炭素を吸収し， 2,460万トンの酸素を排出しているた
め，人間と森林だけを考えるならば，地球温暖化の原因の 1つである二酸化炭素は減少し，酸素に
も余裕が生じていることがわかる。同様の関係は，耕作植物と飼育動物に関しても成り立っている。
このように生物学的新陳代謝だけをとるならば，環境はいわばホメオスタシス的新陳代謝(Metabo-
!ism)を備えており，それを上回る経済活動にこそ問題があることが明確となる。また表8から，ス
トックの変化として目立っているのが，森林の植林が行われたにもかかわらず，森林資産が約2700
万トンもの減少を示していることである。これはこの年にドイツに起こった大嵐に起因している。
ところで，経済と環境をこのような物的フローで捉える際に，いくつかの問題が生じてくる。本
節の最後にそれを挙げ，現行版PIOTでの対応を指摘しておこう。
まず第 1に，このような物的フローを示す PIOTにおいて，サービスの利用は含まれるかどうか，
もし含まれるならばどういう形でか，という問題が生じる。 PIOTでは，物的フローも一部分ではサ
ービスにおける利用と関連しており，それは明示すべきであるとしている。たとえば家計は，自宅
で食事をするだけではなく，レストランでも食事をする。このような飲食物の消費は当然PIOTに
含めなくてはならない。PIOTの現行版では統計資料の不足もあって，サービスにおけるすべての物
的フローを統計的に把握できているわけではないが，たとえばここで挙げた料理屋などで消費され
た飲食物のような重要なものは含められている。
第2に， PIOTによる環境と経済の統計的把握は，トン単位での物的フローに中心があるが，それ
だけでは不十分ではないか， ということが挙げられる。たとえば，このような重量単位では大気や
水は捉えられても，電力は捉えられない。したがってトン単位の PIOTでは，電カ・熱供給部門の
財貨の生産はゼロとなり，残余・有害物質の産出のみとなる。これでは物的フローの質的側面を捨
象してしまうことになる。しかし PIOTの構想は他の度量単位にも応用できるので，連邦統計局は
重量とは異なる度量単位による付帯表を提供し，質的側面をも把握・記述できるようにしている。
現行版では発熱量（ジュール）を単位としたものと，大気汚染に関する詳細な産出表である。前者
によって，エネルギーフローの実態が解明できる。また後者は特に，様々な種類の大気汚染物質を，
温室効果と酸性化という環境問題に関する換算率を用いて加重し，表示しているため，個々の生産
部門が発生する大気汚染物質が，地球温暖化や酸性化にどの程度影響を与えるか，その影響が明ら
かになる”。
7) この換算率によって，たとえば 1トンの二酸化窒素 (N02)の排出が， 1トンの二酸化炭素 (CO2)の
排出より320倍も強力に気候を温暖化させることがわかる。
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4. 物的産業連関表からの分析
ここでは表 6• 7の雛形や付録として掲げた統合表ではなく，公表されたフルサイズの物的産業
連関表データを，実際に加工・分析することによって分かる特徴について検討する。
4-1 : 物的投入表
まず各部門の物的投入量を実際に見てみよう。表9は，物的投入量の多い順に20部門を並べてみ
たものである。表の右半分には， その内訳を原材料，財貨，残余・有害物質別に要約している。物
的投入量では固定資産部門の 1つである非生産自然資産が圧倒的に多く，全体の物的投入の43.4%
を占めている。 これはその内訳を見ても分かるように，各産業や家計消費活動が産み出す残余・有
害物質の中で，処理や保存， リサイクルされずにそのまま自然に廃棄され，非生産資産が受け入れ
る物質がそれだけ多いということである。さらに付表の投入表を見ると，中でも直接排水が最も多
くなっていることがわかる。 2番目に多いのが電カ・熱供給の物的投入であり， その内訳を見ると，
非生産自然資産とは異なり原材料投入が異常に多いことが分かる。さらに付表の投入表で確かめる
ならば，原材料の中でも人間の手を加えていない自然水が圧倒的割合である。 ドイツの場合は水力
発電はあまり多くはないが，石炭や石油による火力発電にしろ，あるいは原子力発電にしろ，水を
大量に使用することを考えれば，肯ける結果かもしれない。 3番目に物的投入が多いのが外部環境
保護活動である。 この活動の性格上，残余・有害物質が非生産資産に次いで多くなっているが，浄
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表9 物的投入量（降順位）とその内訳
投入部門
非生産自然資産
電カ・熱供給
外部環境保護活動
水 道
化学製品
家計消費活動
石炭・コークス
土石・建設資材
鉄 鋼
建設・土木
農業
生産資産（建設）
食料品
自治体サービス
パルプ・製紙
石油製品
生産自然資産
非鉄金属
他の世界（輸出）
その他の鉱業
物的投入計 ！原材料！財
(1000 t) (%) : 投入計i投
49052631 43.4% i 0 
30859665 27 .3% i 30557862 
7953889 7.0%: 3509808 
7173629 6.3% : 5513867 
3646107 3.2% : 3173610 
3355438 3.0% i 280401 
2063771 1.8% i 1945754 
1310378 1.2% i 931010 
976464 0. 9% i 704383 
768148 0. 7% i 178328 
750471 0.7% i 556518 
553614 0.5% i 0 
543359 0.5% i 252830 
452382 0.4% i 94061 
380788 0. 3% i 341299 
369748 0.3% : 253020 
250357 0.2% i 0 
245910 0.2% i 161393 
208086 0.2% i 0 
177169 0.2% i 167506 
貨！残余・有害
入計：物質投入計
6816 : 49045814 
301802 : , 1 
17 409 : 4426672 
1659762 : 0 
471845 : 652 
3075037 : 0 
118017 i 0 
379327 : 42 
272072 : 9 
, 27 589793 :
193953 i 0 
553614 : 0 
290503: 26 
358316 : 5 
38310 i 1179 
116710: 18 
250357 : 0 
84508 : , 8 
205943 i 2143 
9664 : 0 
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化等のための自然水の利用も多いために，原材料投入計も多くなっている点に特徴がある。物的投
入計では以下，水道，化学製品，家計消費活動，石炭・コークスといった順であるが，原材料より
も財貨の投入の方が多い部門は，家計消費活動，建設・土木，生産資産（建設），食料品，自治体サ
ービス，生産自然資産，その他の世界（輸出）と上位20部門の中では 7部門であり，原材料投入の
多い部門が物的投入計でも多くなる傾向がある。
次に，自然水や酸素の投入を高い順に見たのが表10である。自然水投入量全体に占める各部門の
割合も表示している。たとえば自然水では，全体の65.3%という非常に高い割合が電カ・熱供給に
よって投入されており，発電のためにはいかに多くの水が必要となるかが実感できる数字である。
自然水を浄水場で浄化して水道水を作る水道部門の場合は，自然水の11.9%を占め 2番目に高い割
合となっている。やはりここでも外部環境保護活動の自然水使用割合は高く，全体の7.5%に上って
いる。化学製品の使用割合も 4番目に高いが， 5番目以降は1.7%以下であり，全体から見ればかな
り低い割合となる。
自然水と同様に，酸素の投入量の多い部門順に並べたものが表10の中央部分である。自然水と同
様に電カ・熱供給に用いる酸素投入量が最も多く，全体の30.8%を占めている。しかしそれに次ぐ
のは生産活動部門ではなく，新陳代謝をも含む家計消費である。これには人間生存のための酸素吸
入だけではなく，調理器具やストーブの燃焼，乗用車によるガソリン燃焼等，様々なものが含まれ
るため，全体の27.3%を占めている。以上の 2分野だけで全体の過半数を上回っている。以下，鉄
鋼，その他の運輸，農業，化学製品と続くが，自然水と異なりサービス部門が含まれてくる点に特
表10 自然水及ぴ酸素投入部門（降順位）
投1:-~の投へ董 1霊:i位） ii・-1 投入：：投入量<~6~;1t-·T·i%-i
電カ・熱供給
水 道
外部環境保護活動
化学製品
石炭・コークス
鉄 鋼
パルプ・製紙
土石・建設資材
農 業
食料品
石油製品
非鉄金属
その他の鉱業
陸上輸送機械
自治体サービス
飲 料
繊維製品
紙・板紙製品
家計消費活動
プラスティック
3030857 4 : 65. 3% 電カ・熱供給
55137 40 j 11. 9% 家計消費活動
3500037 : 7. 5%鉄鋼
3146818 : 6.8% 他の運輸
803159 : 1. 7%農業
663576 j 1.4% 化学製品
333126 : 0. 7% 土石・建設資材
320648 : 0. 7% 石油製品
248407 : 0. 5%食料品
240093 j 0.5% 卸売・仲介
236662 : 0. 5% 小 売
157456 j 0.3% 自治体サービス
119901 : 0. 3% 外部環境保護活動
84674 ! 0.2%海運
82419 ! 0.2% パルプ・製紙
80573 : 0.2% 他の営利サービス
71693 j 0.2% 建設・土木
67351 j 0.1% 石炭・コークス
59000: 0.1%ガラス
57787: 0.1% 陸上輸送機械
???????????????? ? ??
?
?
???
? ?
?
?
?
????? ?? ? ? ??? ?? ? ?? ? ????? ??
?
??
?
??
寧ゆ-〗岬-戸疇
□霊雪紐閂禽寧
g叫暉
? ?
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表1 原材料投入率と自然水・酸素投入率
原材料投入率（降順位） 自然水投入率（降順位） 酸素投入率（降順位）
電カ・熱供給 99.0% 電カ・熱供給 98.2% 海 運 73.9%
原油・天然ガス 95.9% パルプ・製紙 87.5% その他の運輸 73.6%
その他の鉱業 94.5% 化 邑子 製 品 86.3% 不 動 産 56.7%
石炭・コークス 94.3% 水 道 76.9% 小 売 46.4%
林業・狩猟・漁業 91.5% 紙・板紙製品 75.4% 保 険 38.5%
パルプ・製紙 89.6% ゴ ム 製 品 73.5% 郵便・報道・通信 35.0% 
化 学 製 品 87.0% 鉄 鋼 68.0% 金 融 30.7%
紙・ 板紙製品 77.1% その他の鉱業 67.7% 社 会 保 険 27.7%
水 道 76.9% 繊維 製 品 67.7% 研究・教育・出版 20.4% 
ゴ ム 製 品 76.8% プラスティック 67.4% 鉄道 運 輸 20.3%
その他の運輸 74.8% 非鉄 金 属 64.0% 陶 磁 器 17.8%
農 業 74.2% 石 油 製 品 64.0% 他の営利サービス 17.8% 
海 運 74.1% 船 舶 59.9% ガ ラ ス 12.0%
鉄 鋼 72.1% 皮 革 59.3% 卸売・仲介 9.5% 
土石・建設資材 71.0% 陸上輸送機械 55.5% 衣 料 品 8.2% 
繊 維 製 品 71.0% 原油・天然ガス 53.7% 木 製 品 8.1% 
プラスティック 69.7% 電気 機械 51.6% 飲食・宿泊 7.7% 
石 油 製 品 68.4% 飲 料 51.5% 非営利サービス 7.5% 
非 鉄 金 属 65.6% 鋳物 製 品 48.9% 改修 工 事 7.4% 
皮 革 62.3% 煙 草 46.8% 金 属 製 品 6.8% 
徴がある。たとえば家計消費もそうであるが，その他の運輸は，主として陸上及び航空運輸による
ガソリン，ディーゼル，ジェット燃料の燃焼による酸素使用がいかに大量であるかを示している。
次に投入量ではなく，原材料についての投入率（原材料投入量／総投入量）をその高い順に配列
したのが表11である。最も高い電カ・熱供給を筆頭に，以下，原油・天然ガス，その他の鉱業，石
炭・コークス，林業・狩猟・漁業と90%を越える部門が続く。上位20部門は60%を越えており，ぃ
かに自然からの採取ということが大きな役割を果たしているかがわかる。環境と経済との関わりを
捉えることのできる PIOTならではの分析の 1つである。
原材料の中で，特に自然水の投入率を見たものが表11の中央部分である。やはり電カ・熱供給が
最高の投入率で98.2%を示している。 2番目はパルプ・製紙であり， 87.5%に達している。以上の
2つをみてもわかるが，原材料投入率といっても実は自然水投入率がかなりの割合を占めているこ
とが多く，逆に自然水投入率の高い部門は原材料投入率も高い部門である場合が多い。実際，原材
料投入率と自然水投入率の相関係数を計算すると0.78であり，正の相関があるといえるだろう。
原材料のうちの酸素の投入率も計算してみると，表11の右側のように，運輸関係やさまざまなサ
ービス関係が上位を占める。これはもちろん，次に見る財貨投入率等が低く，また原材料では自然
水の投入率がさほど高くない部門がほとんどである。とはいえ上位20部門を見ると，燃料を直接燃
焼させる運輸部門は酸素投入率が70%を上回るものの，以下の部門では急激に投入率が低下してい
64 
ドイツ物的産業連関表の構想と分析（良永） 287 
る。鉄道運輸ではドイツでもほとんど電化
されていて，石炭を直接燃焼させるような
ことは記念列車以外にはほとんどないため
に， 20.3%という低さで，他の運輸との相
違が顕著である。
原材料投入率を見たので，最後に財貨投
入率や残余・有害物質投入率も検討してお
こう（表12)。まず財貨投入率は，ガスが最
も高く 98.8%に達している。これはガスの
生産は，物的投入としては原油・天然ガス
部門からの投入がほとんどであり，自然水
や酸素はほとんど投入しないためである。
2番目に高いのは家計消費活動である。家
計消費活動は，表10で見たように酸素投入
表12 財貨投入率と残余・有害物質投入率
財貨投入率（降順位）
ガス
家計消費活動
改修工事
精密機械
楽器・玩具・装飾
自治体サービス
飲食・宿泊
建設・土木
金属製品
医療・獣医
木製品
事務・情報機器
非営利サービス
研究・教育・出版
印刷・複写
他の営利サービス
鉄プリキ金属製品
鉄道運輸
衣料品
圧延鋼
??????????????????????? ? ? ? ? ? ? ?
余・有害物質投入率（降順位）
廃棄物保存施設i100.0% 
非生産自然資産: 100.0% 
卸売・仲介： 82.6% 
外部環境保護活動 i55.7% 
木製品； 2.5% 
木材加工： 1.4% 
他の世界（輸出） : 1.0% 
パルプ・製紙i 0.3% 
楽器・玩具・装飾i0.1% 
プラスティック： 0.1% 
量が他の部門に比べると多いが，家計の物
的投入全体からみればそれは僅か6.6%であり，飲料や調理，洗浄・洗濯，入浴等に用いる水道水の
投入が圧倒的に多くなっているためである。以下，改修工事，精密機械，楽器・玩具・装飾，自治
体サービス，等々と続いている。製造業の中でも，基礎的な素材中心の部門ではなく，むしろ他部
門の製造した製品を多く投入し，迂回生産的な高度加工製品や機械製品が20位以内に多く入ってい
る。またサービス部門では，飲食・宿泊や研究・出版等，財貨を伴ったサービス部門や，医療のよ
うに水道水の投入が多い部門の名前が挙がっている。
最後に残余・有害物質投入率もみておこう。投入としては廃棄物だけからなる廃棄物保存施設や，
非生産自然資産などの固定資産部門は別としても，生産部門では廃棄物を物的投入している部門自
体が非常に少ない。その中では，卸売・倉庫・仲介部門と外部環境保護活動部門が目立っている。
まず卸売部門が高い投入率を示しているのは，じつはこの部門に回収活動が含まれ，再生資源の回
収等を行っているためである。同じ商業部門でも小売は回収活動が入っていないため，残余・有害物
質投入率はゼロとなっている。外部環境保護活動部門の残余・有害物質投入率が高いのは，定義から
いっても明らかであるが，その中身は処理用廃棄物と，何といっても多いのが間接排水である。
4-2 : 物的産出表
次に産出側から物的フローを見てみよう。表13は物的産出量の多い部門から20部門を並べたもの
である。その順位も産出量自体も，その他の世界（輸出入）や固定資産部門を除いて，表9の物的
投入量と同じである。しかしここでは産出の内訳が記載されている点で異なっている。たとえば，
非生産自然資産部門は，原材料の産出のみで，したがって物的産出総量の43.8%を占めている。ま
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表13 物的産出量（降順位）とその内訳
物的産出計 原材料川財 貨浅余・有害
産出部門 (1000 t) （％） 産出計；産出計：物質産出計
非生産自然資産 49510358 43.8% 49510358 ゜ ゜電カ・熱供給 30859665 27.3% ゜ 0 30859665 外部環境保護活動 7953889 7.0% ゜415 7953474 水 道 7173629 6.3% ゜6661841 511788 化 学 製 品 3646107 3.2% ゜100526 3545581 家計消費活動 3355438 3.0% ゜ ゜3355438 石炭・コークス 2063771 1.8% ゜206223 1857548 土石・建設資材 1310378 1.2% ゜786360 524018 鉄 鋼 976464 0.9% ゜134432 842032 建設・土木 768148 0.7% ゜516481 251666 農 業 750471 0.7% ゜228134 522337 食 料 品 543359 0.5% ゜80914 462445 自治体サービス 452382 0.4% ゜16591 435791 他の世界（輸入） 392567 0.3% ゜392567 ゜パルプ・製紙 380788 0.3% ゜14431 366357 石 油 製 品 369748 0.3% ゜92663 277085 生産自然資産 277253 0.2% ゜221658 55595 非 鉄 金 属 245910 0.2% ゜7351 238559 その他の鉱業 177169 0.2% ゜27603 149566 飲 料 156478 0.1% ゜26541 129937 
た電カ・熱供給部門は， トン単位の物的産出表では財貨の産出もなく，残余・有害物質の産出のみ
であり，物的産出総量の27.3%を占めていることがわかる。家計消費活動も同様で，残余・有害物
質を産み出すだけである。それに対して，たとえば水道は残余・有害物質も産み出すが，それ以上
に財貨を産み出していることがわかる。このように財貨の方を多く産出している他の部門としては，
順に土石・建設資材，建設・土木，他の世界（輸入），生産自然資産があるが，物的産出量上位20位
では圧倒的に残余・有害物質の産出の方が多い部門が目立つ。農業もその 1つである。残余・有害
物質は財貨の2倍を越える産出量である。とはいえこの中には，後で見るように酸素の産出も入っ
ており，全てが有害物質というわけではないが，いかに自然環境との相互（投入産出）関係が大き
いかがわかる。鉄鋼・非鉄金属や食料品・飲料なども同様である。
では物的産出に占める財貨と残余・有害物質の割合はどうだろうか？ 表14は，財貨産出率が高
い順に20部門を並べたものである。財貨産出率の横には，残余・有害物質率，及び残余・有害物質
の内訳別にその産出率も掲載している。この表を見るとすぐに分かるように，財貨産出率の方が残
余・有害物質産出率より高い部門はかなり少ない。まず，その他の世界の産出は，国内経済にとっ
ては輸入を意味するが，これは財貨のみから成り立っている。以下，ガス，水道，生産自然資産，
と続いて行くが，財貨産出率が50%を越える部門に建設関連の部門が多く入っている。改修工事や
建設・土木，土石・建設資材である。しかしその残余・有害物質の割合はかなり異なる。たとえば
改修工事は，総産出に占める残余・有害物質の割合は22.6%であるが， 6.8%は二酸化炭素， 6.1%
は間接排水， 3.7%は水蒸気である。一方建設・土木は，残余・有害物質率は32.8%であるが，その
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表14 物的産出計に占める財貨・残余有害物質割合（財貨産出率の降順位）
財貨 残余有害 再利用処理用裸存用：廃土：他の物！間接：直接：水蒸気；酸素：二酸化：他の大
産出部門産出率 産出率 廃顆痺輝廃慰勿廃石 ：的投棄：排 水：排水' i炭素i気汚染
他の世界（輸入） 00.0% 0.0% 0.0% :0.0%:0.0%:0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
ガ ス 97.7% 2.3% 0.0% :0.0%:0.0%:0.0% 0.2% 0.0% 0.0% 0.7% 0.0% 0.9% 0.4% 
水 道 92.9% 7.1% 0.0% :0.0%:0.0%:0.0% 0.0% 0.0% 6.0% 1.1% 0.0% 0.0% 0.0% 
生産自然資産 79.9% 20.1% 0.0% :0.0%:0.0%:0.0% 20.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
改修工事 77.4% 22.6% 0.3% :0.7%:0.7%:0.0% 1.9% 6.1% 0.0% 3.7% 0.0% 6.8% 2.5% 
卸売・仲介 72.0% 28.0% 0.2% :o.9%:0.6%:0.0% 10.2% 3.2% 0.0% 4.2% 0.0% 8.4% 0.2% 
建設・土木 67.2% 32.8% 3.0% :4.1%:7.1%:0.0% 15.1% 1.8% 0.0% 0.9% 0.0% 0.7% 0.0% 
土石・建設資材 60.0% 40.0% 0.1% :0.1%:0.3%:0.2% 2.2% o.8% 32.6% 2.4% 〇.0% 1.3% 0.0% 
林業・狩猟・漁業 42.2% 57.8% 0.0% :0.0%:0.0%:0.0% 1.7% 3.8% 0.0% 3.3% 44.7% 4.2% 0.0% 
木材加工 38.9% 61.1% 11.1% !1.1%!0.4%!0.0% 1.1% 11.4% 24.7% 6.5% 0.0% 4.1% 0.0% 
石油・天然ガス 37.9% 62.1% 0.0% :0.1%:0.1%:0.2% 0.0% 1.0% 52.2% 5.6% 0.0% 2.6% 0.2% 
農 業 30.4% 69.6% 0.0% :0.0%:0.0%:0.0% 33.5% 3.3% 0.0% 1.4% 26.8% 4.2% 0.3% 
木 製 品 28.5% 71.5% 3.7% :3.6%:1.7%:0.0% 11.6% 26.6% 6.8% 8.8% 0.0% 8.4% 0.3% 
石油製品 25.1% 74.9% 0.0% :0.0%:0.0%:0.0% 0.0% 1.6% 63.0% 6.7% 0.0% 3.6% 0.1% 
印刷・複写 22.6% 77.4% 4.4% :0.4%:0.6%:0.0% 0.1% 44.1% 15.4% 8.8% 0.0% 3.1% 0.3% 
金属製品 22.5% 77.5% 3.1% :0.5%:0.9%;0.0% 2.4% 47.0% 8.7% 5.6% 0.0% 5.7% 3.6% 
研究・教育・出版 21.8% 78.2% 8.5%沼.7%:8.5%:0.0% 0.1% 26.3% 0.0% 12.4% 0.0% 18.3% 0.3% 
鉄プリキ金属製品 20.4% 79.6% 2.1% :o.s%:o.6%:o.o% 0.1% 49.5% 16.2% 6.0% 0.0% 4.5% 0.2% 
圧 延 鋼 17.8% 82.2% 3.7% :0.7%:0.7%:0.0% 0.4% 45.6% 21.6% 7.1% 0.0% 2.1% 0.4% 
飲 料 17.0% 83.0% 1.4% !o.1%!0.1%!0.0% 1.s% 53.4% 14.5% 9.9% 0.0% 1.8% 0.0% 
約半分である15.1%は廃土以外の自然への物的投棄であり，再利用・処理・保存用の廃棄物も多い。
通常の産業連関表では同一の部門として定義されることの多いこの2つの部門も，環境の面からは
かなり異なることがわかる。農業と林業も同一部門に分類されることが多いが，環境面からは，こ
の両部門のみが残余・有害物質として酸素を産出する点で共通している。林業（ここでは狩猟・漁
業も含む）では，産出の実に44.7%が酸素であり，農業でも26.8%に達している。しかし農業では，
廃土以外の自然への物的投棄が，産出の33.5%にも上っている点で大きく異なっている。他では，
原油・天然ガスや石油製品は，産出のうち直接排水がそれぞれ52.2%, 63.0%を占めている点に特
徴がある。また各種廃棄物では，再利用可能な廃棄物は木材加工や研究・教育などでその産出にし
める割合が高く，処理用では建設・土木，研究・教育，木製品が，保存用でも研究・教育，建設・
土木が高くなっている。研究・教育は，その他に水蒸気や二酸化炭素の産出率が，この20部門の中
では最も高いという特徴も見られる。
では，各残余・有害物質を最も産出している部門はどこか，表15は主要な残余・有害物質別に，
排出量の多い順 (10部門）に各部門を配列したものである。まず総計である残余・有害物質計を見
ると，電カ・熱供給が圧倒的に多く，全体の57.5%にも達している。投入面も含め，発電するとい
うことがいかに環境に大きな影響を与えているかがわかる。 2番目に多いのが外部環境保護活動で
あるが，この部門に残余・有害物質を集結し，それを処理して，環境に戻している点を考慮すれば
当然と言えるかもしれないが，それにしてもこの 2部門だけで全体の70%を越えるというのは，驚
異というべきだろう。 3番目に化学製品， 4番目には家計消費活動が多くなっているが，以上の 4
部門は，残余・有害物質を個別に降順に見ても，しばしば出てくる部門であることを考えれば，ゃ
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残余・有害物質計 (%) 
電カ・熱供給 30859665 57.5% 
外部環境保護活動 7953474 14.8% 
化学製品 3545581 6.6% 
家計消費活動 3355438 6.2% 
石炭・コークス 1857548 3.5% 
鉄 鋼 842032 1.6% 
土石・建設資材 524018 1.0% 
農 業 522337 1.0% 
水 道 511788 1.0% 
食 料 品 462445 0.9% 
間接排水 (%) 
家計消費活動 2636200 60.0% 
自治体サーピス 318910 7.3% 
化学製品 243864 5.5% 
食 料 品 232047 5.3% 
繊維製品 87542 2.0% 
飲 料 83536 1.9% 
バルプ・製紙 58682 1.3% 
電気機械 54744 1.2% 
陸上輸送機械 53531 1.2% 
鉄 鋼 53527 1.2% 
関西大学『経済論集』第48巻第3号 (1998年12月）
表15 各残余・有害物質排出部門（降順位）
再利用廃棄物 （％） 処理用廃棄物 （％） 
建設・土木 22816 21.9% 建設・土木 31749 46.4% 
鉄 鋼 14164 13.6% 生産資産（建設） 8011 11.7% 
生産資産（設備） 7981 7.6% 家計消費活動 4437 6.5% 
食 料 品 7250 6.9% 外部現境保護活動 4372 6.4% 
生産資産（建設） 6547 6.3% 電カ・熱供給 2922 4.3% 
電カ・熱供給 6173 5.9% パルプ・製紙 1797 2.6% 
外部環境保護活動 6005 5.8% 化学製品 1541 2.3% 
木材加工 4838 4.6% 土石・建設資材 1518 2.2% 
家計消費活動 4405 4.2% 卸売・仲介 1143 1.7% 
圧 延 鋼 3045 2.9% 自治体サービス 934 1.4% 
直接排水 (%) 水蒸気 (%) 
電カ・熱供給 30034875 67. 0% 電カ・熱供給 495030 31.6% 
外部環境保護活動 7894704 17 .6% 家計消費活動 472261 30.2% 
化学製品 3218400 7.2% 自治体サービス 101783 6.5% 
石炭・コークス 821078 1.8% 水 道 81202 5.2% 
鉄 鋼 655019 1.5% 鉄 鋼 52855 3.4% 
水 道 429899 1.0% 化学製品 40675 2.6% 
土石・建設資材 426695 1.0% 土石・建設賓材 31739 2.0% 
パルプ・製紙 285305 0.6% 石油製品 24656 1.6% 
石油製品 232819 0.5% 外部環境保證活動 21957 1.4% 
食 料 品 165555 0.4% 石炭・コークス 21809 1.4% 
はり環境への影響が極めて大きいと言うべきだろう。
（単位： IOOOt) 
保存用廃棄物 (%) 
建設・土木 54877 46.8% 
生産資産（建設） 17979 15.3% 
家計消費活動 10910 9.3% 
電カ・熱供給 3611 3.1% 
化学製品 3506 3.0% 
土石・建設資材 3408 2.9% 
食 料 品 2449 2.1% 
鉄 鋼 2007 1. 7% 
外部環境保護活動 1859 1.6% 
自治体サーピス 1818 1.5% 
二酸化炭素 (%) 
電カ・熱供給 266041 34.2% 
家計消費活動 194910 25.1% 
鉄 鋼 46998 6.0% 
その他の運輸 33099 4.3% 
農 業 31503 4.1% 
化学製品 22429 2.9% 
土石・建設資材 17149 2.2% 
石油製品 13263 1.7% 
外部現境保護活動 12257 1.6% 
自治体サーピス 11436 1.5% 
表15を個別に見てゆくと，再利用・処理用・保存用の廃棄物では，建設・土木の割合が最も高く，
特に処理用・保存用では約半分が建設・土木工事に伴う廃材である。生産された固定資産のうち建
設物も，解体されれば廃棄物が生じるが，それが処理用廃棄物では11.7%, 保存用廃棄物では15.3
%, 再利用廃棄物でも6.3%と，各種廃棄物でも上位を占めている。再利用廃棄物では，生産固定資
産のうち設備が建設物を上回って7.6%に達している。解体して再利用されるパソコンや乗用車等は
これに属する。家計消費活動の廃棄物としては，自然に直接廃棄される物が最も多いが，次に保存
用が多く，保存される廃棄物全体の9.3%を占めている。処理用及び再利用の廃棄物はほぼ同量であ
るが，保存用に比べれば半分以下である。
排水に関しては，直接排水するか，下水道・下水処理施設等を通して間接的に排水するかで異な
っている。まず間接排水では，家計消費活動によるものが60%を占め圧倒的に多い。 2番目に多い
自治体との間には50%以上開きがある。一方，自然環境に直接排水するものでは，電カ・熱供給が
67.0%で圧倒的に多く， 2番目に多い外部環境保護活動と合わせて約85%に達している。この直接
排水で最も多い電カ・熱供給と，間接排水で最も多い家計消費活動が，水蒸気や二酸化炭素の排出
に関しても上位を占めており，両部門合わせて水蒸気や二酸化炭素排出総量の6割程度に達してい
る。この両部門を含め化石燃料の消費・燃焼の多い部門が，水蒸気及び二酸化炭素の排出も多くな
っている。特に家計消費活動が，二酸化炭素排出総量の4分の 1を占めている点は，日本と比較し
ても異常に多く，特徴的である8)。
8)森ロ・西岡 (1990),地球環境研究センター (1997)等参照。
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4-3 : 物的連関表
以上の物的投入表・産出表から作成される物的連関表によって，初めて本格的な物的産業連関分
析が可能となり，さまざまなシミュレーション分析ができる。産業連関分析のいくつかの実例を示
す前に，まず投入表と産出表を総合した物的連関表から，いくつかの興味深い部門に関して，物的
バランスシートを作成してみよう。投入表と産出表を個別に考察するのと異なり， 1枚の表で統一
的に把握できるメリットがある。
まず表16は，家計消費活動の投入・産出に関する物的バランスシートである。投入側では圧倒的
に水道の投入量が多くなっており，酸素等を含む2番目に多い非生産自然資産とはかなりの開きが
ある。共に人間が生存してゆくために必要不可欠なものであるが，同様に必要な食料品は1.0%,飲
料は0.5%と物的には非常に少ない。一方産出側では，排出物のように外部環境保護部門で処理され
表16 家計消費活動の物的投入・産出
投 入 lOOOt （％） 産 出 lOOOt (%) 
生産部門全体 3075037 91. 6% 中間需要計 2645042 78.8% 
水 道 2925973 87. 2% 卸売• 取引仲介 4405 0.1% 
石 油 製 品 42973 1.3% 外部環境保護活動 2640637 78.7% 
食 料 品 33213 1.0% 
農 業 18271 0.5% 固定資産計 710396 21. 2% 
飲 料 16688 0.5% 非生産自然資産 699486 20.8% 
ガ ス 13727 0.4% 廃棄物保存施設 10910 0.3% 
飲食・宿泊 7047 0.2% 
林業・漁業 2949 0.1% 
石炭・コークス 2453 0.1% 
化 学 製 品 2415 0.1% 
非生産自然資産 280401 8.4% 
物的投入計 3355438100. 0% 物的産出計 3355438100.0% 
表17 外部環境保護活動の物的投入・産出
投 入 lOOOt （％） 産 出 lOOOt （％） 
生産部門全体 1797705 22. 6% 中間需要計 8950 0.1% 
地方自治体サービス 319839 4.0% ガ ス 415 0.0% 
化 学 製 品 244756 3.1% 卸売• 取引仲介 6005 0.1% 
食 料 品 232609 2.9% 外部環境保護活動 2530 0.0% 
繊 維 製 品 87741 1.1% 
飲 料 83642 1.1% 固定資産計 7942797 99.9% 
パルプ・製紙 59314 0.7% 非生産自然資産 7940937 99.8% 
電 気 機 械 55053 0.7% 廃棄物保存施設 1859 0.0% 
陸上輸送機械 54100 0.7% 
鉄 鋼 53619 0.7% 他の世界（輸出） 2143 0.0% 
電カ・熱供給 53154 0.7% 
家計消費活動 2640637 33. 2% 
民間耐久消費財 380 0.0% 
非生産自然資産 3509808 44 .1 % 
物的投入計 7953889100.0% 物的産出計 7953889100. 0% 
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るものと，二酸化炭素のようにそのまま自然環境に廃棄される非生産自然資産があるが，前者が物
的には圧倒的に多くなっている。
表17も同様に，外部環境保護活動に関する投入・産出を抽出して，物的バランスシートを作成し
たものである。投入側には，自治体や化学製品，食料品など各部門から受け入れる物質や家計の排
出する廃棄物，廃棄物処理のための自然水等非生産自然資産の投入が記されている。生産部門より
は家計の消費から環境保護活動に回される物的フローの方が多く，さらにそれよりも非生産自然資
産の投入の方が多くなっていることがわかる。一方，環境保護活動で処理され，産出されたものは，
99.8%非生産自然資産に廃棄されており，廃棄物保存施設やリサイクル，あるいは輸出されるもの
はほんの僅かである。
表18は，物的連関表から輸出入のみを抽出して，物的収支表に要約したものである。ただし収支
としては輸入一輸出を計算しており，これがプラスの場合はその財貨に関して国内のストック量が
増加した，すなわち蓄積されたことを意味し，マイナスの場合は，その財貨が海外に流出した，す
なわちストックが減少したことを意味する。表では輸入一輸出が多い順に各部門をソートしている。
日本と同様に， ドイツも原油・天然ガスや農業等を国外に依存し，輸入の方が多いが， ドイツの主
要産業である一般機械や陸上輸送機械では，貨幣表示の産業連関表でみるのと同様に，物的にも輸
表18 物的輸出入と物的収支
（巣位： lOOOt) 
部 門 輸入 (%) 部 門 輸出 （％） 物的収支
原油・天然ガス moos 28.3% 原油・天然ガス 1100 0.5% 109908 
その他の鉱業 51810 13.2% その他の鉱業 7554 3.6% 44256 
石 油 製 ロロ 47590 12.1% 石 油 製 品 11969 5.8% 35621 
農 業 21824 5.6% 農 業 6715 3.2% 15109 
石炭・ コークス 15738 4.0% 石炭・コークス 9467 4.5% 6271 
パルプ・製紙 10162 2.6% パルプ・製紙 4163 2.0% 5999 
木材加 工 5097 1.3% 木材加 工 2053 1.0% 3044 
食 料 品 17100 4.4% 食 料 品 14833 7.1% 2267 
非 鉄 金 属 3168 0.8% 非鉄金 属 1735 0.8% 1433 
陶 磁 器 1346 0.3% 陶 磁 器 496 0.2% 850 
プラスティック製品 1465 0.4% プラスティック製品 2048 1.0% -583 
林業・狩猟・漁業 2630 0.7% 林業・狩猟・漁業 3467 1.7% -837 
ガ ス ゜0.0% ガ ス 953 0.5% -953 鉄 鋼 16939 4.3% 鉄 鋼 18685 9.0% -1746 一般 機械 2049 0.5% 一般機械 4010 1.9% -1961 
外部環境保護活動 1 0.0% 外部環境保護活動 2143 1.0% -2142 
陸上輸送機械 3732 1.0% 陸上輸送機械 6242 3.0% -2510 
卸売・仲介 5217 1.3% 卸売・仲介 12686 6.1% -7469 
水 道 73 0.0% 水 道 7715 3.7% -7642 
土石・建設資材 30581 7.8% 土石・建設資材 43502 20.9% -12921 
生産部門全体 392568 100.0% 生産部門全体 207637 99.8% 184931 
民間耐久消費財 107 0.1% -107 
生産資産（設備） 342 0.2% -342 
輸 入 計 392568 100. 0% 輸 出 計 208086 100.0% 184482 
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表19 非生産自然資産の物的投入・産出部門
各部門の非生産自然 各部門の非生産自然
資産の投入（利用） lOOOt （％） 資産への産出（廃棄） lOOOt (%) 
水 道 5513867 11.1% 水 道 511270 1.0% 
土石・建設資材 931010 1.9% 土石・建設資材 506827 1.0% 
石炭・コークス 1945754 3.9% 石炭・コークス 1817371 3.7% 
繊維 製 品 75244 0.2% 繊維 製 品 15351 0.0% 
農 業 556518 1.1% 農 業 497143 1.0% 
飲 料 83938 0.2% 飲 料 43970 0.1% 
パルプ・製紙 341299 0.7% パルプ・製紙 304525 0.6% 
食 料 品 252830 0.5% 食 料 品 220111 0.4% 
林業・狩猟・漁業 50407 0.1% 林業・狩猟・漁業 29724 0.1% 
建設・土木 178328 0.4% 建設・土木 157906 0.3% 
小 売 13517 0.0% 小 売 16697 0.0% 
その他の運輸 37496 0.1% その他の運輸 47573 0.1% 
石 油 製 品 253020 0.5% 石油 製 品 271156 0.5% 
地方自治体サー ビス 94061 0.2% 地方自治体サー ビス 113691 0.2% 
卸売・仲介 13070 0.0% 卸売・仲介 35989 0.1% 
非 鉄 金 属 161393 0.3% 非鉄 金 属 188278 0.4% 
鉄 鋼 704383 1.4% 鉄 鋼 772233 1.6% 
化 学 製 品 3173610 6.4% 化学 製 品 3295494 6.7% 
電カ・熱供給 30557862 61. 7% 電カ・熱供給 30796726 62.2% 
外部環境保護活動 3509808 7.1% 外部環境保護活動 7940937 16.0% 
生産部門全体 49229957 99.4% 生産部門全体 48294898 97.5% 
家計消費活動 280401 0.6% 家計消費活動 699486 1.4% 
生産資産（建設） 2651 0.0% 
生産自然資産 55595 0.1% 
非生産自然資産投入計 49510358 100.0% 非生産自然資産産出計 49052631 99.1% 
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5002597 
424183 
128383 
59893 
59375 
39968 
36774 
32719 
20683 
20422 
-3180 
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-18136 
-19630 
-22919 
-26885 
-67850 
-121884 
-238864 
-4431129 
935059 
-419085 
-2651 
-55595 
457728 
出の方が多くなっている。しかし物的合計としては輸入が輸出を上回り， ドイツの物的蓄積・資産
ストックを増やしている。
表19も表18と同様に，生産されない（非生産）自然資産と国内経済諸部門との間で，投入（採取）
が多いか，それとも産出（廃棄）が多いかを示したものである。やはり投入ー産出の多い順にソー
トして，各部門を配列している。まず，非生産自然資産からの投入が最も多いのは電カ・熱供給で
あり，全体の61.7%も占めているが，しかし産出，すなわち自然環境への廃棄も同様に多いため，
物的差額としてはマイナスとなっている。それに対して水道は投入の11.1%を占めているが，直接
的な排水が少ないために，投入ー産出が最も多い。これは，すでに投入表や産出表でも考察したよ
うに，自然水として取水され，水道水として各部門に供給され，各部門から外部環境保護活動部門
に投入・処理されて，非生産自然資産に間接排水されるという形態を取るためである。したがって，
水道からの直接の産出（排水）は少ない。その他では，化学製品や石炭・コークスなどは，投入に
おいても産出においても，その割合が高くなっているが，投入ー産出である残量としては土石・建
設資材，石炭・コークス，繊維製品の順に多くなっている。
次に産業連関分析の手始めとして，影響力係数と感応度係数を計算し，通常の貨幣表示の産業連
関表から求めたものと比較してみよう。ただしもちろん両者の間には対象や概念の相違があり，貨
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幣表示の産業連関表では外部環境保護活動部門は独立には定義されておらず，その他の営利サービ
スと地方自治体サービスの中に含まれているなど，比較には制約も多いが，どれほど異なるもので
あるかを検証する意味で，敢えて試みることにする凡表20がその比較である。
物的連関表で，影響力係数が高い，すなわち他部門に平均よりも誘発影響力を持つ部門は，降順
に改修工事，卸売・仲介，木製品，研究・教育，飲食・宿泊，建設・土木といった具合で，建設関
係の諸部門や財貨に関連したサービス部門などである。ところが貨幣表示の産業連関表の影響力係
数は，金融を筆頭に，鉄鋼，非鉄金属，その他の鉱業，食料品，パルプ・製紙といった順で，物的
連関表とは大きく異なっている。たとえば改修工事は，貨幣経済的には影響力をあまり持たないが，
環境を含めて物的に考察するならば，自他部門に最も影響力を持つ部門であるということになる。
逆に鉄鋼や非鉄金属は，貨幣経済的には大きな影響力を持っているが，物的には平均以下の影響力
しか持たない部門である。もちろんこの係数は，各部門に 1単位あたりの最終需要が生じた場合に，
自他部門にどの程度の生産波及効果が及ぶかということをベースにしており，最終需要の規模を捨
象して考察したものであるが，それにしてもこの相違は大きいと言えるだろう。
表20 物的産業連関表と貨幣表示産業連関表の影響力係数と感応度係数
物的産業連関表 貨幣表示産業連関表 物的産業連関表 貨幣表示産業連関表-----,----------------.-----------
---------―胃ー――-------
------.------
部 門 輝力係数；感応度係数 輝力係数！感応度係数 部 門 輝力係数！感応度係数 鍔力係数：感応度係数
農 業 81.9% 89.5% 97 .8% 100.2% 木 製 品 133.4% 71.0% 99.9% 59.5% 
林業・狩猟・漁業 67.2% 106.1% 83.4% 71.7% パルプ・製紙 69.4% 103.5% 117.8% 125.7% 
電カ・熱供給 61.1% 65.4% 92.3% 150.7% 紙・板紙製品 78.0% 77.3% 117.2% 79.7% 
ガ ス 124.0% 83.9% 101.7% 67.7% 印刷・複写 112.0% 92.1% 93.7% 96.6% 
水 道 78.6% 1456.7% 67.0% 52.6% 皮 革 90.9% 60.9% 104.3% 61 8% 
石炭・コークス 64.7% 68.8% 114.6% 102.6% 繊 維 製 品 83.5% 66.1% 109.4% 98.3% 
その他の鉱業 64.2% 92.0% 123.8% 87.2% 衣 料 品 lll.4% 60.7% 110.0% 49.4% 
原油・天然ガス 63.5% 175.6% 92.8% 119.1% 食 料 品 104.3% 81.1% 120.2% 111.0% 
化
子＾  製 品 70.5% 109.4% 113 1% 282.4% 飲 料 97.9% 74.0% 99.0% 58.6% 石 油 製 品 82.4% 161.8% 97.1% 110.2% 煙 草 100.2% 60.8% 59.3% 47.5% 
プラスティック製品 84.2% 67.9% 104.6% 96.8% 建設・土木 127.0% 78.1% 90.3% 65.9% 
ゴ ム 製 品 79.1% 62.7% 91.7% 55.0% 改 修 工 事 142.9% 60.5% 90.5% 68.6% 
土石・建設資材 84.6% 203.4% 95.1% 81.6% 卸売・仲介 133.5% 92.8% 69.5% 214. 7% 
陶 磁 器 102.5% 63.7% 80.3% 46.4% 小 売 99.8% 60.7% 71.0% 56.4% 
ガ ラ ス 105.3% 67.3% 96. 7% 63.9% 鉄 道 運 輸 112.0% 60.5% 78.3% 56.3% 
鉄 鋼 82.7% 126.3% 153.6% 209.6% 海 運 81.9% 60.4% 95.6% 75.3% 
非 鉄 金 属 87.8% 68.6% 136.7% 130.4% 郵便・報道・通信 104.9% 60.5% 56.6% 86.2% 
鋳 物 製 品 102.1% 66.0% 93 4% 58.9% その他の運翰 81.2% 60.5% 85.8% 147.6% 
圧 延 鋼 112.9% 79.4% 107. 7% 94.5% 金融・帰属利子 107.8% 60.5% 364.8% 309.1% 
金 属 製 品 123.8% 62.0% 103. 7% 68.9% 保 険 103.2% 60.4% 89.0% 65.6% 
般 機 械 100. 7% 65.8% 97 .0% 127 .3% 不 動 産 92.9% 60.4% 59.9% 117.5% 
事務・情報処理機器 119. 7% 60.7% 97.4% 59.1% 飲食・宿泊 127.9% 60.6% 96.1% 86.9% 
陸上輸送機械 94.4% 63.7% 109.8% 88.1% 研究・教育・出版 128.8% 63.7% 93.8% 87 7% 
船 舶 92.1% 60 5% 112.5% 46.6% 医療・獣医 119.9% 60.7% 66.9% 64.0% 
航 空 機 101.7% 60.5% 94.3% 61.6% その他の営利サーピス 112. 7% 60.8% 73.2% 501.9% 
電 気 機 械 96.5% 65.2% 92.4% 143.4% 外部瑕境保護活動 82.4% 65.5% 
精密機械・光学製品 126. 7% 61.2% 86.2% 56 8% 地方自治体サー ビス 123.8% 63.4% 71.6% : 79.3% 
鉄・プリキ・金属製品 113.8% 68.5% 101.3% 82.5% 社 会 保 険 108.7% 60.4% 106. 7% : 43.4% 
楽器・玩具・装飾品 125.2% 60.6% 94.3% 47.0% 非営利サービス 118.1% 60.7% 68.3%: 55.9% 
木 材 加 工 ll5.7% 98.4% 108.9% 66.8% 
9)影響カ・感応度係数については，たとえば宮沢編 (1995)参照。
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感応度係数は，各部門の平均よりも影響を受けやすいか否かを判定する係数であるが，物的連関
表では水道が圧倒的に感応度が高く，影響を最も受けやすい部門である。以下，土石・建設資材，
原油・天然ガス，石油製品，鉄鋼となっており，水道が圧倒的に高い分， 100%以下の部門が多くな
っている。これはもちろん水道水があらゆる部門で使用され，その分他部門からの影響を受けやす
いからである。貨幣表示の産業連関表でこれに相当するのは，まずその他の営利サービスが筆頭で
ある。経済のサービス化が進み，どの部門も営利サービスに依存した形となっており，その分，営
利サービスは影響を受けやすい。以下，金融，化学製品，卸売・仲介，鉄鋼，電カ・熱供給などが
特に影響を受けやすい部門となっている。ここでも，鉄鋼のようにともに影響を受けやすい部門や，
陸上輸送機械のようにともに影響を受けにくい部門もあるが，水道や営利サービスのように，物的
連関表か貨幣表示の産業連関表かで大きく異なる部門も多々みられる。
次に物的連関表を用いて，家計消費や建設投資（建設固定資産増加）の物的波及効果を調べてみ
よう。表21がその計算結果である。まず家計消費については，その最終消費量とその構成比，次に
その生産誘発効果及びその構成比，そして最後に各財貨の総産出量に占める割合（誘発依存度）を
記載している。家計消費の物的構成については表16でも検討したのでここでは繰り返さないが，物
的には水道水の使用が圧倒的であった。この家計消費を生産するために直接・間接に必要な物的生
産量を計算した結果が，生産誘発物量の欄に記されている。各部門とも家計消費に直接必要な量を
越える生産が必要となっているが，その増え方には相違がある。たとえば，家計消費には直接は必
要のない原油・天然ガスも，かなりの量の生産が必要となっており，それが実は原油・天然ガスの
表21 家計と建設固定資産増加（建設投資）の物的生産誘発効果
（単位： IOOOt) 
家計 ；生産 ；総産出泣 生産資産 ；生産 ：総産出簸
消費 ！誘発 ：に占める （建設） ！誘発 ：に占める
活動 （％）：物 l: (%) : 割 合 増加 （％）！物量 （％）：割合
水 道 2925973 95. 2% 384 7608 95.2% 53.3% 建設・土木 510790 92.3% 514696 44.0% 66.9% 
石油製品 42973 1.4% 46144 1.1% 11.0% 改修工事 23456 4.2% 23485 2.0% 76.4% 
食 料 品 33213 1.1% 36187 0.9% 6.4% 地方自治体サービス 16520 3.0% 16630 1.4% 3.7% 
農 業 18271 0.6% 26862 0.7% 3.5% 金属製品 1941 0.4% 2715 0.2% 16.1% 
飲 料 16688 0.5% 18091 0.4% 11.4% 鉄プリキ金属製品 365 0.1% 1496 0.1% 3.4% 
ガ ス 13727 0.4% 14257 0.4% 27.7% 電気機械 181 0.0% 929 0.1% 0.8% 
飲食 宿泊 7047 0.2% 7048 0.2% 16.7% プラスティック製品 156 0.0% 1284 0.1% 1.5% 
林業 漁業 2949 0.1% 3410 0.1% 5.6% 木 製 品 113 0.0% 1016 0.1% 3.7% 
石炭・コー クス 2453 0.1% 2750 0.1% 0.1% 一般機械 80 0.0% 429 0.0% 0.5% 
化学製品 2415 0.1% 3217 0.1% 0.1% 非鉄金属 1 0.0% 311 0.0% 0.1% 
その他の鉱業 1303 0.0% 1650 0.0% 0.7% 土石・建設資材 ゜0.0% 430329 36.8% 31.9% 紙・板紙製品 1052 0.0% 1259 0.0% 1.4% 水 道 ゜0.0% 115039 9.8% 1.6% 木 製 品 989 0.0% 1088 0.0% 3.9% 卸売・仲介 ゜0.0% 20359 1.7% 15.2% 衣 料 品 683 0.0% 687 0.0% 9.3% 木材加工 ゜0.0% 7077 0.6% 14.2% プラスティック製品 581 0.0% 692 0.0% 0.8% 鉄 鋼 ゜0.0% 6561 0.6% 0.7% 研究・教育・出版 571 0.0% 591 0.0% 9.9% 石油製品 ゜0.0% 4879 0.4% 1.2% 楽器・玩具・装飾品 445 0.0% 447 0.0% 8.9% 林業・狩猟・漁業 ゜0.0% 3476 0.3% 5.8% 繊維製品 423 0.0% 471 0.0% 0.4% 圧 延 鋼 ゜0.0% 2736 0.2% 3.3% 木材加工 400 0.0% 787 0.0% 1.6% 化学製品 ゜0.0% 2204 0.2% 0.1% 皮 革 324 0.0% 327 0.0% 3.9% 原油・天然ガス ゜0.0% 1806 0.2% 1.1% 原油・天然ガス ゜0.0% 23249 0.6% 14.1% 陶 磁 器 ゜0.0% 1226 0.1% 11.3% 外部躁境保謡活動 ゜0.0% 143 0.0% 0.0% 外部現境保護活動 ゜0.0% 974 0.1% 0.0% 合 計 3075037 100.0% : 4041652 100.0% : 6.7% 合 計 553614 100.0% : 1168514 100.0% : 1.9% 
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総産出量の14.1%にも上っていることがわかる。換言すれば，原油・天然ガスの14.1%は，実は直
接には関係のない家計消費を満たすための生産に使用されている，ということになる。他に水道水
や農業等も，家計消費に直接的に必要な量を越えて間接的な必要量，すなわち直接の家計消費を生
産するために間接的に必要となる生産量が多い部門である。また，各部門の総産出量の中で，家計
による誘発が大きな割合（生産誘発依存度）を占める部門としては，水道 (53.3%), ガス (27.7%), 
飲食・宿泊 (16.7%),飲料 (11.4%), 石油製品 (11.0%)等を挙げることができる。
表21の右半分は，家計と同様な方法で，建設に関する生産固定資産増加（建設投資）がどのよう
な波及効果を生みだしているかをみたものである。直接に必要な生産を越えて，かなり様々な部門
に波及効果が及ぶことが物的にも明らかである。その一番の典型が土石・建設資材であろう。直接
には建設・土木や改修工事からの物的フローだけで，土石・建設資材は必要ないが，直接的フロー
を生産するために間接的に必要となっている。しかも計算では，土石・建設資材の総産出量の31.9
％が建設固定資産の増加によって誘発されている。このような建設固定資産増加が直接・間接に誘
発している割合が高い部門としては，建設・土木や改修工事を除いて，金属製品 (16.1%), 卸売・
仲介 (15.2%), 木材加工 (14.2%), 陶磁器 (11.3%)等が挙げられる。
ところで，ある部門に10,000単位の最終需要が発生したときに，それは様々な部門に生産を誘発
するが，その総量はどうか，どの部門に10,000単位の最終需要が発生したときに，全体として最も
多くの産出量を誘発するか，それを計算して降順に配列したものが表22である。さらに，生産が誘
発される過程で，非生産自然資産の投入も必要になってくる。それについても誘発される非生産自
表22 10,000単位の最終需要が発生したときの物的生産誘発効果
10,000単位の 誘 • 発
最終需要 産 出 非生産
発生部門 総 量 財 貨 自然資産 自然水 (%): 酸素 （％） 
改 修 工 事 23658 16435 7223 5883 81.5% 1098 15.2% 
卸売 ． 仲介 22098 15155 6943 5513 79.4% 1238 17.8% 
木 製 品 22079 12234 9844 7207 73.2% 1181 12.0% 
研究 . 教育 21323 11339 9983 7610 76.2% 2282 22.9% 
飲食 ． 宿泊 21179 11176 10003 8847 88.4% 872 8.7% 
建設 ． 土木 21018 17001 4017 3725 92.7% 247 6.2% 
精密機械・光学製品 20983 11036 9946 9424 94.8% 480 4.8% 
楽器・玩具・装飾品 20726 10847 9879 9306 94.2% 485 4.9% 
ガ ス 20536 10640 9896 5652 57.1% 511 5.2% 
地方自治体サービス 20503 10722 9780 9488 97.0% 260 2.7% 
金 属 製 品 20493 10643 9849 8953 90.9% 822 8.3% 
医療 ． 獣医 19842 9863 9978 9569 95.9% 395 4.0% 
事務・情報処理機器 19823 9829 9993 9508 95.1% 440 4.4% 
非営利サービス 19548 9548 10000 9206 92.1% 761 7.6% 
木 材 加 工 19158 9577 9580 6469 67.5% 770 8.0% 
鉄プリキ金属製品 18833 8988 9844 9106 92.5% 672 6.8% 
圧 延 鋼 18692 8814 9878 9455 95.7% 393 4.0% 
その他の営利サー ビス 18660 8662 9997 8121 81.2% 1813 18.1% 
鉄 道 運 輸 18541 8585 9955 7810 78.4%, ＇ 2078 20.9% 
印刷 ． 複写 18537 8560 9977 9426 94.5% 493 4.9% 
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然資産総額だけではなく，自然水や酸素といったその内訳別にも計算・記載している。
まず， 10,000単位の最終需要が発生したときに，物的産出量が最も多く誘発されるのが改修工事
である。実に約2.37倍もの物的フローが必要となる。その誘発内訳は，財貨が約70%を占め。非生
産自然資産よりも多くなっている。以下物的誘発量の多い順に，卸売・仲介，木製品，研究・教育，
飲食・宿泊，建設・土木，精密機械と続いている。木製品や研究・教育などがこのように上位にく
るのは，通常の貨幣表示の産業連関表からは想像もできない。しかしたとえば木製品の背後には製
材等木材加工，さらには林業という活動があり，それぞれの段階で財貨だけではなく，自然水や水
道水，酸素等の非生産自然資産も必要とする。表20で考察したように，木製品は非生産自然資産も
含め他部門への影響力が大きいのである。ここでは物的誘発量の多い部門から配列しているが，上
位11部門はすべて財貨の誘発産出量が非生産自然資産の誘発投入量よりも多くなっているという特
徴がみられる。逆に医療・獣医以下の部門では，財貨以上に非生産自然資産の誘発が多くなってい
る。また表22では特に，誘発される自然水と酸素について，その非生産自然資産誘発総量に占める
割合を計算しているが，自然水が約70~90%を占め圧倒的に多い。酸素が20%を越える部門は，研
究・教育と鉄道運輸だけである。
5. 結びにかえて
以上見てきたように， PIOTからは国内で利用される物質の全体像がわかる。たとえばどの部門が
特に物質集約的であるか，また生産部門間における物的投入，生産財貨及び廃棄物の関係などであ
る。本稿で分析したのはそのほんの触りの部分に過ぎないが，さらに原材料の効率的処理の問題や，
一次原材料に対する補充としての再利用廃棄物や再生資源のもつ意味等に関しても， PIOTで扱う
ことができる。シュターマーが言うように，「生産部門の物的集約度ないし物的効率性の時系列的な
変化は，環境に適合する経済発展に対する新たな興味深い指標となることができるであろう」10)。ま
た，「環境税の導入のような，環境政策上費用に関連する対策の効果は，貨幣的レベルでも物的レベ
ルでも研究することができる」II)し，貨幣的産業連関表とリンクさせることにより，特定の原材料の
値上げは，廃棄物の再利用あるいは再生資源の生産にどんな効果を持っているか，大気汚染の抑制
措置は，エネルギー源の投入や汚染に対してどのような影響を与えるか，等々の分析も可能となる。
環境・経済統合勘定 (SEEA) にも記されているように (25節），物的視点は膨大なデータの山を
築くことに終始し，環境の経済的利用に関しては一般的結論を得るに至らない可能性も確かにある。
しかしこの懸念に対しては， ドイツ連邦統計局やシュターマーグループは，実際のデータの作成と
公表をもって回答しているように思われる。抽象的な設計レベルで懸念を表明しているだけではな
く，実際に作成された統計をもとに議論をした方が，はるかに有意義でもある。また，物的勘定や
10) Kuhn, M., Radermacher, W., Stahmer, C.(1997) P. 45 
11) !did., P. 46. 
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物的分析が，貨幣的市場経済の解明やその経済政策に一体いかなる意味を持つか疑問視する向きも
ある。しかしここで明記しておかねばならないのは， PIOTは貨幣表示の通常の産業連関表への代替
を指向しているのではなく，環境も含めた物的フローの解明を目指している点である。そういう観
点からは，本稿で若干の分析を試みた結果をも含め， PIOTは経済活動と環境との相互関係を解明す
る上で有効な分析ツールの 1つであり，貨幣表示の産業連関表を補完する役割を果たすことができ
るといっても過言ではないだろう。
国連が『環境・経済統合勘定』 (SEEA) を提出して以来，各国でその試算が行われ，我が国にお
いても経済企画庁から試算結果が公表されている 12)。しかしそれで十分かというと，必ずしも十分で
はないという評価も多い。事実，すでに西暦2000年を目標に改訂作業が行われているし，日本では
ほとんど知られていないが，主としてヨーロッパでは， SAM(Social Accouting Matrix)表示の
SNAフロー体系に物的環境勘定を付加する NAMEA(National Accouting Matrix including 
Environment Accounts)が注目を浴び，日本からも有吉範敏教授（熊本大学）がさらに包括的な
GAMEE (Global Accounting Matrix for Environment and Economy) を提案している 13)。また
日本では国立環境研究所の森口祐一氏等を中心に，マテリアルフロー分析の国際比較共同研究も始
まっている 14)。これらの動きはすべて，物的フローをさらに重視し，環境と経済の相互関連・作用を
解明しようとするものである。ただ，統計の設計レベルを越えて実際に推計するには，資料等の制
約もある。またそれによって何が解明でき，どのようなことに役立てられるか，といった説得的な
実例が無ければ，統計を作成する上で関係各位の理解と協力も得られないであろう。そういう意味
からも， ドイツの物的産業連関表は先駆的試みとして大いに参考になるだろうし，さらに解明を進
めて行かねばならないだろう。
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付表
I: 物的投入表 I I 2 I 3 I 4 I 5 I 6 I 7 I 8 I 9 I to I 1 
ドイツ； 1990年
農林 1鉱業 1麟業 1麟業 1龍気 1商業 Iil! 輸 1金融 1他の営利1外部現境1公務（単位： IOOOt) 水産業 ガス飲食通信保険サービス保證活動非営利
水道 不動産 サー ピス
原材料投入
廃土 廃石 0 979747 
゜2071 ゜゜゜゜゜゜゜エネルギー源 0 193347 ゜鉱 物 710 ゜゜ ゜゜゜゜゜゜゜土 砂 ゜ 0 168854 1146 その他の固形物質 234 24841 0 589389 83 ゜゜゜゜゜663 自 然 水 262207 945132 4128 5716891 35822314 8528 2640 663 16568 3500037 89473 酸 案 33077 8493 8110 175096 249963 26989 49887 2159 10809 9771 14102 
二酸化炭素 310697 ゜゜゜゜゜゜゜゜゜゜その他のガス ゜ll41 原材料投入計 606925 2152702 181092 6484590 36072361 35518 52527 2823 27376 3509808 104238 財 貨 投 入
I良林水産業 99884 ゜1072 93771 180 1621 7 ゜ 30 ゜141 2 鉱 業 2650 45421 7 163668 192037 93 231 98 309 20 412 3 建 設 業 ゜゜゜゜゜゜゜゜゜゜6061 4 製 坦、a 業 29300 2485 578252 584762 6146 20173 15129 748 6698 638 17236 5 龍気・ガス・水道 62043 81465 17217 1308692 1813005 31900 9477 2521 58863 16750 360998 
6商業 飲食 4747 ゜2112 50856 ゜゜゜゜゜゜ 63 7 その他の営利サーピス ゜ 15 279 62 20 3 116 5 8 外部環境保護活動 ゜゜゜415 ゜゜゜゜゜゜9 軍 軍 用 品 ゜ ゜10社会保険現物給付 ゜゜゜ ゜゜゜゜゜゜1 財貨投入計 198627 129373 617747 2202045 2011786 53851 24868 3404 66020 17409 384917 残余・ 有害物質
再利用廃棄物 ゜゜゜゜ 0 104413 ゜゜゜゜゜処理用廃棄物 32 3345 I ゜ I 30506 8 保存用廃棄物 ゜゜゜゜゜ ゜゜゜゜゜廃土 廃石 ゜自然への他の物質投棄 ゜゜゜゜゜ ゜゜゜゜゜間 接 排 水 ゜ 0 4396166 直 接 排 水 ゜゜゜゜゜ ゜゜゜゜゜水 蒸 気 ゜ ゜酸 素 ゜゜゜゜゜ ゜゜゜゜二酸化炭素 ゜ ゜その他の大気汚染 ゜゜゜゜゜ ゜゜゜゜残余・ 有害物質計 32 3345 I 104413 1 4426672 8 投 入 計 805551 2282073 798870 8689622 38084147 193782 77394 6226 93397 7953889 489162 
I: 物的投入表 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 2 23 
固定資産の変化
ドイツ： 1990年 中間 家計消股 1::::~ I非頸 固定資産 他の世界 物的利用（単位： IOOt) 爵要計 活動 民消間費耐久財I在庫 生産 自然 合計 （輸出） 総計
自然資産 資産
原材料投入
廃土 廃石 981818 ゜゜゜゜゜゜゜゜゜ 0 981818 エネルギー源 193347 0 193347 鉱 物 710 ゜゜゜゜゜゜゜゜゜゜710 土 砂 170000 170000 その他の固形物質 615210 ゜゜゜゜゜゜゜゜゜
0 615210 
自 然 水 46368580 59000 0 46427580 
酸 素 588454 221401 ゜゜゜゜゜゜゜゜
0 809855 
二酸化炭素 310697 ゜
0 310697 
その他のガス 1141 ゜゜゜゜゜゜゜゜゜
1141 
原材料投入計 49229957 280401 0 49510358 
財 貨 投 入
1農林水産業 196708 21220 ゜19013 ゜゜ 0 250357 0 269370 10182 497480 2 鉱 業 405014 3756 1080 ゜゜゜1080 18121 427971 3 建 設 業 6061 ゜゜゜ 0 534246 0 534246 23 540331 4 製 坦、"' 業 1261601 102216 7123 5215 ゜2847 10943 ゜゜26126 155957 1545902 5 籠気・ガス・水道 3762935 2939700 ゜318 ゜゜
318 8668 6711621 
6商業 飲食 76780 7382 -279 ゜ ゜6816 6538 12686 103384 7 その他の営利サービス 530 571 ゜
-7 
゜゜ ゜
-7 306 1400 
8 外部環境保護活動 415 ゜ ゜゜ ゜ ゜゜
415 
9 軍 事 用 品 ゜ 17 ゜ 16520 54 ゜
16574 16591 
JO社会保険現物給付 175 ゜゜゜゜゜ ゜゜
175 
1財貨投入計 5710044 3075037 7123 25341 0 553614 10996 250357 6816 854247 205943 9845270 
残余・有害物質
再利用廃棄物 104413 ゜゜゜゜゜゜゜゜゜゜
104413 
処理用廃棄物 33893 32421 32421 2143 68457 
保存用廃棄物 ゜゜゜ 0 117349 ゜゜゜
0 117349 0 111349 
廃土 廃石 ゜゜ 0 981800 981800 0 981800 自然への他の物質投棄 ゜゜゜ ゜゜
0 581372 581372 0 581372 
間 接 排 水 4396166 ゜゜ ゜゜゜
0 4396166 
直 接 排 水 ゜゜゜ ゜゜
0 44846589 44846589 0 44846589 
水 蒸 気 ゜゜ 0 1565925 
1565925 0 1565925 
酸 素 ゜゜゜ ゜゜
0 226052 226052 0 226052 
二酸化炭素 ゜゜ 0 777849 777849 
0 777849 
その他の大気汚染 ゜゜゜ ゜゜゜
33806 33806 ゜33806 残余・有害物質計 4534472 0 117349 O 49045814 49163163 2143 53699778 投 入 計 59474473 3355438 7123 25341 117349 553614 10996 250357 49052631 50017410 208086 1汲 07
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??????????????????????????????????????
2[二□5ぃ喜〗〗〗〗
匂2業 1 贔 1~.,1,5~1=6:い|丘|息ら］こ加；胃
水道 不動産 サー ピス
??
????
??
????
251368 0 
0 249415 
0 0 
0 0 
0 0 
0 0 
0 0 
0 0 
0 0 
0 0 
251368 249415 
0 26 
24 320 
56 562 
0 979729 
252456 13571 
27236 40749 
0 959542 
12621 28925 
226052 0 
33827 i848 
1912 1386 
554183 2032658 
805551 22820i3 
0 0 
??????
??
?
。
?。? ?
22898 
31960 
55095 
゜116186 15975 
゜8151 ゜7410 933 
258608 
798870 
゜
??
?????
?
???
???
?
???
，?
?，
???
?
???
?
?
??
?
???
?
45939 6280 
12180 3019 
18738 3972 
2071 0 
97607 227 
1169385 50234 
5527570 3046477 4 
283382 576568 
0 0 
161003 266610 
10709 915 
7328582 31372599 
8689982 3808414 7 
0 0 
728 130 
1925 193 
2574 449 
0 0 
14263 553 
3299i 10214 
0 0 
17445 19846 
0 0 
23324 45205 
2358 805 
95614 77394 
193i82 77394 
0 0 
?? ? ? ?
??? ? ??
??
? ? ?
??
?
??
?? ? ?
?? ?
? ? ?
? ?
?? ? ? ? ?
7 4 707 6005 529 
61 508 4372 1065 
139 1155 1859 2057 
0 0 0 0 
153 305 10578 407 
2567 64109 300 346205 
0 0 7894704 0 
1392 15628 21957 107751 
0 0 0 0 
1816 9380 12257 14255 
24 338 1443 139 
6226 92127 7953474 472409 
6226 93397 7953889 489162 
0 0 0 0 
2 . 物的産出表 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 2 23 
固定資産の変化
ドイツ： 1990年 中間 家計消双 生産資産 1非生産 固定資産 他の世界 物的利用
（単位： 10001) 需要計 活動 民間u耐久tl在 庫 I廃保存棄施物設1施設・設備 1生 資産産I自 然 合計 （翰入） 総計
消 建築物 1設備 I自然汽産
原材料産出
廃土 廃石 ゜゜゜゜゜゜゜ 0 981818 981818 0 981818 エネルギー源 ゜193347 193347 0 193347 鉱 物 ゜゜゜゜゜゜゜ 710 710 ゜710 土 砂 ゜170000 170000 0 170000 その他の固形物質 ゜゜゜゜゜゜゜ 0 615210 615210 0 615210 自 然 水 0 46427580 46427580 0 46427580 酸 素 ゜゜゜゜゜゜゜ 0 809855 809855 0 809855 二酸化炭素 0 310697 310697 0 310697 その他のガス ゜゜゜゜゜゜゜゜1141 1141 ゜1141 原材料産出計 0 49510358 49510358 0 49510358 財 貨 産 出
］殿林水産業 251368 ゜゜゜゜゜ 0 221658 0 221658 24454 497480 2 鉱 業 249415 ゜゜゜ 0 178556 427971 3 建 設 業 540261 ゜゜゜゜゜ ゜70 540331 4 製 造 業 1361395 107 342 ゜゜449 184056 1545901 5 電気・ガス・水道 6711548 ゜゜゜゜゜゜ ゜ 73 67ll621 6商業 飲食 98168 ゜゜ 5216 103384 7 その他の営利サービス 1257 ゜゜゜゜゜゜ ゜143 1400 8 外部環境保護活動 415 ゜゜ ゜415 9 軍 事 用 品 16591 ゜゜゜゜゜゜ ゜ 16591 10社会保険現物給付 175 ゜゜ ゜175 I 財貨産出計 9230593 ゜107 ゜゜゜342 221658 0 222107 392567 9845270 残余・有害物質再利用廃棄物 83314 4405 2165 ゜゜6547 7981 ゜゜16693 ゜104413 処理用廃棄物 55629 4437 380 80ll ゜ 8391 68457 保存用廃棄物 86655 10910 1565 ゜゜17979 239 ゜゜19784 0 117349 廃土 廃石 981800 ゜゜ ゜゜ ゜ 0 981800 自然への他の物質投棄 506304 19473 ゜゜ 55595 ゜55595 0 581372 間 接 排 水 1759966 2636200 ゜ ゜゜゜ ゜ 0 4396166 直 接 排 水 44846589 ゜ ゜゜ ゜ 0 44846589 水 蒸 気 1093665 472261 ゜ ゜゜゜ ゜ 0 1565925 酸 素 220652 ゜ ゜゜ ゜ 0 226052 二酸化炭素 582939 194910 ゜ ゜゜゜ ゜ 0 777849 その他の大気汚染 20964 12842 ゜゜ ゜ ゜33806 残余・有害物質計 50243877 3355438 4110 32537 8221 55595 100463 0 53699778 産 出 計 59474473 3355438 4217 ゜゜32537 8563 277253 49510358 49832928 392567 m: ぽ畑物的蓄積及び貿易収支 ゜゜2906 25341 117349 521077 2433 -26896 -457727 184482 -184482 ゜
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3 : 物的連関表 I 2 3 4 5 6 7 8 ， 10 1 
ドイツ： 1990年 晨林 鉱業 建 製造業 電気 商業 運輸 金融 他の営利 外部環境 公務
（単位： 1001) 水産業 ガス 飲食 通信 保険 サー ビス 保護活動 非営利
水道 不動産 サー ビス
1農林水産業 99884 ゜1072 93773 181 162 8 ゜32 27260 141 2 鉱 業 2650 45421 7 163668 192037 19 231 98 309 41089 412 3 建 設 業 ゜゜32 ゜゜22898 ゜゜゜18133 6061 4 製 造 業 29300 2485 578252 588101 6146 66114 15129 748 6698 1178857 17236 5 電気・ガス・水道 62043 81465 17217 1308693 1813006 38179 9477 2521 58863 7000 I 360998 
6商業 飲食 4747 ゜21112 50856 ゜728 ゜゜゜34923 63 7運輸 通信 ゜゜゜゜゜130 ゜゜゜10406 ゜8 金融・保険・不動産 ゜゜゜゜゜74 ゜゜゜2627 ゜9 その他の営利サービス ゜゜15 279 ゜769 20 3 17 64615 5 10外部環坦保護活動 ゜゜゜゜415 6005 ゜゜゜2530 ゜1 公務・非常利サービス ゜゜゜゜゜529 ゜゜ 0 347262 8 12生産部門全体 198627 129373 617778 2205388 2011787 137165 24868 3404 66021 1797705 384925 
13家計消費活動 ゜゜゜゜゜4405 ゜゜ 0 2640637 ゜14民間耐久消費財 ゜゜゜゜゜2165 ゜゜゜380 ゜15在 庫 ゜゜゜゜゜゜゜゜゜゜゜16廃棄物保存施設 ゜゜゜゜゜゜゜゜゜゜゜17建 設 ゜゜゜゜゜6547 ゜゜゜5360 ゜18 設 備 ゜゜゜゜゜7981 ゜゜゜゜゜19生産自然資産 ゜゜゜゜゜゜゜゜゜゜゜20非生産自然資産 606925 2152702 181092 6484590 36072361 35518 52527 2823 27376 3509808 104238 
21 物的投入計（国内物的産出） 805551 22820―i3 798870 8689982 38084147 193782 77394 6226 93397 7953889 489162 
2 輸 入 24454 178556 70 184054 73 5217 ゜゜143 I ゜23物的蓄積・貿易収支 ゜゜゜゜゜゜゜゜゜゜゜24物的総供給 830005 2460629 798939 8874036 38084220 198999 77394 6226 93540 7953889 489162 
3 : 物的連関表 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 2 23 
固定資産の変化
ドイツ： 1990年 中間 家計消費 生産資産 非生産 固定資産 他の世界 物的利用
（単位： 1001) 欝要計 活動 民間耐久1在庫 1廃棄物 1 饂・設備 1生 産 自然 合計 （輸出） 総計
消費財 保存施設l建築物 I設備 1自然資産 資産
1艮林水産業 223968 21220 ゜19013 56 ゜゜28699 526867 574635 10182 830005 2 鉱 業 446109 3756 ゜1080 562 ゜゜ 0 1991001 1992643 18121 2460629 3 建 設 業 47124 ゜゜゜55095 534246 ゜ 0 162451 751793 23 798939 4 製 造 業 2489102 102216 7123 5215 18738 2847 10943 0 6082346 6127205 155508 8874036 5 電気・ガス・水道 3822465 泊39700 ゜318 3972 ゜゜ 0 31309095 31313385 8668 38084220 6商業 飲食 112431 7382 ゜-279 2574 ゜゜゜64206 66499 12686 198999 7運輸 通信 10538 ゜゜゜49 ゜゜゜66409 茄857 ゜77394 8 金融・保険・ 不動産 2700 ゜゜゜139 ゜゜゜3385 3526 ゜6226 9 その他の営利サーピス 65852 584 ゜-7 1155 ゜゜゜25649 26797 306 93540 10外部環境保護活動 8950 ゜゜゜1859 ゜゜ 0 7940937 7942797 2143 7953889 1 公務・非営利サービス 347799 179 ゜゜2057 16520 54 0 122553 141184 0 489162 12生産部門全体 7577041 3075037 7123 25341 86655 553614 10996 28699 48294898 49007326 207637 59867041 
13家計消費活動 26045042 ゜゜゜10910 ゜゜ 0 699486 710396 0 3355438 14民間耐久消費財 2545 ゜゜゜1565 ゜゜゜゜1565 107 4217 15 在 庫 ゜゜゜゜゜゜゜゜゜゜゜゜16廃棄物保存施設 ゜゜゜゜゜゜゜゜゜゜゜゜17建 設 11907 ゜゜゜17979 ゜゜゜2651 20630 ゜32537 18 設 備 7981 ゜゜゜239 ゜゜゜゜239 342 8563 19生産自然資産 ゜゜゜゜゜゜゜゜55595 55595 ゜55595 20非生産自然資産 49229957 280401 ゜゜゜゜゜゜゜゜ 0 49510358 21 物的投入計（国内物的産出） 59474473 3355438 7123 25341 117349 553614 10996 28699 49052631 49795752 208086 1283749 
2 輸 入 392568 ゜゜゜゜゜゜゜゜
0 -392568 ゜23物的蓄積・貿易収支 ゜゜-2906 -25341 -117349 -521077 -2433 26896 457727 -184482 184482 ゜24物的総供給 59867041 3355438 4217 ゜゜32537 8563 55595 49510358 49611270 0 1283749 
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